
目指す成果・達成状態

中間段階（H27.3） H23 H24 H25 H26

・第１希望で入学した学生の割合（％） 73.4 71.3 72.2 73.6

・県内大学志願者に占める県立大学進
　学者の占有率（％）

12.8 13.0 14.0 13.7

・教育内容に「魅力」を感じた割合（％） 76.4 77.7 67.4 74.9

・定員充足率（大学院）（％） 79.1 73.6 72.8 70.7

・入学定員の充足率（大学院）（％） 55.6 57.4 55.6 57.4

・模擬講義、大学説明会実績校からの
　本学進学割合（％）

84.6 74.4 93.3 87.8

・高大連携事業参加者満足度（％） 95.3 100.0 98.2 96.4

・オープンキャンパス参加者満足度
　（％）

94.4 94.8 95.9 93.9

・志願倍率（倍） 4.5 4.1 5.0 4.7

・受験倍率（倍） 2.8 2.5 3.0 3.0

・学部間の密接な連携が図られ、
　効果的な高大連携事業を実施す
　る。
・高大連携事業のメニューが体系
　化され、参加者満足度が向上す
　る。

・各学部等の入学者受入れの方針
　（アドミッション・ポリシー）
　が広く周知され、本学に魅力を
　感じて入学を志願する学生が増
　加する。
・大学院の定員充足率が向上す
　る。

・入試選抜方法の方針策定がルー
　ル化され、選抜試験の課題分析
　や情報共有の仕組みが構築され
　る。

　大学が求める学生像、入学者受入
れの方針（アドミッション・ポリ
シー）を明確化し、大学の魅力を広
く情報発信することにより、入学志
願者を確保するとともに、大学院の
定員充足を図る。

・オープンキャンパスにおいて、被災地の高校のバス費用
を大学側が負担。

・「岩手県立大学高大接続委員会」を設置し、効果的な高
大連携事業の実施や入試のあり方について意見交換。

・被災学生を対象とした震災特別入試の実施。

・入試制度の見直し

　

　岩手県内の子弟を中心に広

く大学教育の機会を与えると

ともに、魅力ある教育内容を

充実させ、本学で学ぶ目的意

識をもつ意欲的な学生、本学

の専門特性に合致した資質と

能力を備えた学生を確保す

る。

１

（基盤教育、学部、研究科、短期大
学部ごとに記載。）

（学部、研究科、短期大学部ごとに記
載。）

指標名

評価指標

３

　入学生の学力及び入学後の学修状
況等を踏まえて、入試選抜方法を定
期的に検証し、継続的に改善を図
る。

２
　高校生の進学意欲を喚起するた
め、高等学校と強固な協力関係を構
築して高大連携事業を強化する。

ア　入学者の受入れ ア　入学者の受入れ

（2）教育の質の向上等に関する
　　目標

（2）教育の質の向上等に関する目標を
　　達成するための措置

中期目標 中期計画

（1）教育の成果に関する目標
（1）教育の成果に関する目標を達成す
　　るための措置

１　教育に関する目標
１　教育に関する目標を達成するため
　の措置

主な取組事項

Ⅱ　大学の教育・研究等に関する
　目標

Ⅰ　大学の教育・研究等に関する目標
　を達成するための措置

Ⅰ　中期目標の期間及び教育・研
　究上の基本組織

《全学共通の計画》

評価中期目標の達成状況

  東日本大震災津波で被災した高校生が大学進学
を断念することがないよう、「震災特別入試」を
実施するとともに、入学者受入れの方針（アド
ミッション・ポリシー）の明確化により、全学が
連携し一体となって入学志願者の確保を行った。
その結果、収容定員に即した定員を確保するとと
もに、「本学を第１希望とする意欲的な学生の割
合（H23：73.4％⇒H26:73.6％）」や「教育内容
に魅力を感じた学生の割合（H23：76.4％⇒
H26:74.9％）」も高水準を維持しており、意欲的
で本学の専門特性に合致した学生を確保すること
ができた。
　今後、文部科学省で進めている入学者選抜改革
等に対応するため、入試制度について検討する必
要がある。また、大学院については、定員充足に
向けた取組を強化するとともに、定員の見直し等
を含めて検討していく必要がある。

【成果】
○入学者受入れの方針（アドミッション・ポリ
シー）に基づく入学志願者の確保
　本学の受入れの方針（アドミッション・ポリ
シー）については、本学のホームページ及び印刷
物である「入学者選抜要項」において、適正かつ
公正に周知を図った。平成26年度新入学者アン
ケートでは、受験にあたり本学のホームページを
閲覧した学生の割合は88.8％で、そのうち89.2％
が肯定的な回答をしている。また、高校訪問や
オープンキャンパス等を通して、県内外に本学の
魅力を周知し、適切な学生募集を行った。

○高大連携事業の強化
　全学が一体となってオープンキャンパスや進学
相談会等の高大連携事業を実施した結果、参加者
の満足度は90％以上となっている。また、本学教
員と県内の高校教員で構成される「岩手県立大学
高大接続委員会」を設置し、入試を取り巻く課題
等について意見交換を行い、具体的な解決策の検
討を行った。
　
○震災特別入試の実施
　東日本大震災津波で被災した高校生が大学進学
を断念することがないよう「震災特別入試」を実
施し、本学への受験機会を確保した。（H23～H26
年度選抜結果：受験者数118名、入学者数67名）

【課題】
○文部科学省による入学者選抜改革への対応
　文部科学省で進めている入学者選抜改革等につ
いて対応するため、本学の入試制度について検討
する必要がある。

○大学院の定員充足
　平成26年度に内部進学者の経済的負担を軽減す
るため大学院入学料免除制度を創設したが、定員
充足率は依然として伸び悩んでいる（H23:79.1％
⇒H26:70.7％）。今後、定員充足に向けた取組を
強化するとともに、将来的に定員の見直しを含め
た検討を行っていく必要がある。

・各学部における入学者受入れの方針（アドミッション・
ポリシー）の見直し

・全学が連携し一体となった入学志願者確保の取組（相談
会、出前講義、高校訪問、大学見学、大学生活体験教室
等）の実施。

・学生による大学広報（キャンパスアテンダント）の実
施。

・大学院入学料免除制度の創設及び大学院定員充足に向け
た取組（大学院説明会等）の実施。
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目指す成果・達成状態

中間段階（H27.3） H23 H24 H25 H26指標名

評価指標
中期目標 中期計画 主な取組事項 評価中期目標の達成状況

・入試選抜方法の方針策定がルー
　ル化され、選抜試験の課題分析
　や情報共有の仕組みが構築され
　る。

・被災学生を対象とした震災特別入試の実施。

・入試制度の見直し

　

　岩手県内の子弟を中心に広

く大学教育の機会を与えると

ともに、魅力ある教育内容を

充実させ、本学で学ぶ目的意

識をもつ意欲的な学生、本学

の専門特性に合致した資質と

能力を備えた学生を確保す

る。

３

　入学生の学力及び入学後の学修状
況等を踏まえて、入試選抜方法を定
期的に検証し、継続的に改善を図
る。

  東日本大震災津波で被災した高校生が大学進学
を断念することがないよう、「震災特別入試」を
実施するとともに、入学者受入れの方針（アド
ミッション・ポリシー）の明確化により、全学が
連携し一体となって入学志願者の確保を行った。
その結果、収容定員に即した定員を確保するとと
もに、「本学を第１希望とする意欲的な学生の割
合（H23：73.4％⇒H26:73.6％）」や「教育内容
に魅力を感じた学生の割合（H23：76.4％⇒
H26:74.9％）」も高水準を維持しており、意欲的
で本学の専門特性に合致した学生を確保すること
ができた。
　今後、文部科学省で進めている入学者選抜改革
等に対応するため、入試制度について検討する必
要がある。また、大学院については、定員充足に
向けた取組を強化するとともに、定員の見直し等
を含めて検討していく必要がある。

【成果】
○入学者受入れの方針（アドミッション・ポリ
シー）に基づく入学志願者の確保
　本学の受入れの方針（アドミッション・ポリ
シー）については、本学のホームページ及び印刷
物である「入学者選抜要項」において、適正かつ
公正に周知を図った。平成26年度新入学者アン
ケートでは、受験にあたり本学のホームページを
閲覧した学生の割合は88.8％で、そのうち89.2％
が肯定的な回答をしている。また、高校訪問や
オープンキャンパス等を通して、県内外に本学の
魅力を周知し、適切な学生募集を行った。

○高大連携事業の強化
　全学が一体となってオープンキャンパスや進学
相談会等の高大連携事業を実施した結果、参加者
の満足度は90％以上となっている。また、本学教
員と県内の高校教員で構成される「岩手県立大学
高大接続委員会」を設置し、入試を取り巻く課題
等について意見交換を行い、具体的な解決策の検
討を行った。
　
○震災特別入試の実施
　東日本大震災津波で被災した高校生が大学進学
を断念することがないよう「震災特別入試」を実
施し、本学への受験機会を確保した。（H23～H26
年度選抜結果：受験者数118名、入学者数67名）

【課題】
○文部科学省による入学者選抜改革への対応
　文部科学省で進めている入学者選抜改革等につ
いて対応するため、本学の入試制度について検討
する必要がある。

○大学院の定員充足
　平成26年度に内部進学者の経済的負担を軽減す
るため大学院入学料免除制度を創設したが、定員
充足率は依然として伸び悩んでいる（H23:79.1％
⇒H26:70.7％）。今後、定員充足に向けた取組を
強化するとともに、将来的に定員の見直しを含め
た検討を行っていく必要がある。
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目指す成果・達成状態

中間段階（H27.3） H23 H24 H25 H26指標名

評価指標
中期目標 中期計画 主な取組事項 評価中期目標の達成状況

・前年度受講した授業の内容を理解できて
いる学生の割合（２年次生）

66.6 70.7 69.2 71.1

・離学者のうち、教育内容があわない
　ことが理由で離学をした学生数（人）

17 10 7 9

・キャリアデザインを持っている2年
　生の割合（％）

84.2 85.4 84.7 －

・キャリア形成科目に係る授業の満足
　度（％）

81.3 93.1 86.8 90.3

・外国語の単位修得率（％） 95.0 96.0 96.0 97.0

・外国語を習得するため、毎日１時間以
　上自学自習している学生の割合（％）

4.3 4.7 5.6 5.1

・資格試験（TOEIC、英検など）に挑戦した
　学生の割合（％）

14.5 19.8 19.6 14.0

・基盤教育科目全般の単位修得率
　（％）

92.0 91.0 94.0 94.0

・基盤教育に係る授業内容満足度
　（平均）（％）

24.0 27.0 24.3 32.9

・基盤教育について、全教員によ
　る推進体制を確立する。
・専門教育に円滑に接続される、
　体系的な基盤教育のカリキュラ
　ムが整備される。

・教養科目（問題論的アプローチ科目）及び情報処理科目
のカリキュラム改革を実施。
・全学の推進体制として高等教育推進会議を設置。

６
　専門教育との効果的な連携を可能
にするために、語学教育を充実させ
る。

・学生が外国語の自己啓発に積極
　的に取り組み、TOEIC、英検等
　の受験者が増加する。

・各学部等でキャリア教育の仕組
　みが確立し、実施される。

・各学部等で導入教育、リメディ
　アル教育の仕組みが確立し、実
　施される。
・新入生に、大学生としての学習
　習慣が身につく。

４
　大学での学びに円滑に移行するた
めの導入教育やリメディアル教育を
充実させる。

５
　学生に職業観やヒューマンスキル
を身につけさせるキャリア形成科目
を充実させる。

・キャリアプランニングセミナー「人間と職業（教養科
目）」を設置。
・キャリア形成科目の設定。（ソフトウェア情報学部、総
合政策学部、盛岡短期大学部、宮古短期大学部）
・インターンシップの単位化。（ソフトウェア情報学部、
総合政策学部）
・キャリア形成科目に外部講師を招聘。

・平成25年度に高等教育推進センターを設置。
・英語科目のカリキュラム改革を実施。

【入学前教育】
・AO入試（社会福祉学部、ソフトウェア情報学部、総合政
策学部）、推薦入試・震災特別推薦入試（看護学部、ソフ
トウェア情報学部）の合格者を対象に、e-ラーニングによ
る入学前教育を実施。
・ソフトウェア情報学部では、入学前教育のためのテキス
ト（高校数学）を配布。
【リメディアル教育】
・ソフトウェア情報学部では、リメディアル教育の対象科
目「情報基礎数学A/B/C」を設定。さらに、教員やTAを配置
した学習サポートコーナーを整備。
・総合政策学部では、数学のリメディアル教育を行うこと
を決定。

　豊かな人間性を培う教養教

育と、社会的・職業的な自立

性を養うキャリア教育を体系

化した基盤教育を積極的に展

開する。

７
　基盤教育の充実のため、全学によ
る協力体制を強化し、定期的にカリ
キュラムと学習成果の検証を行う。

イ　基盤教育の強化 イ　基盤教育の強化

　平成25年度に高等教育推進センターを設置し、
教養科目、英語科目、情報処理科目などの基盤教
育改革を進めた。また、学生に職業観やヒューマ
ンスキルを身につけさせるため、２学部１短大に
おいてキャリア形成科目を設置し、外部講師を招
聘するなどして授業の充実化を図った。
今後、英語以外の外国語科目のカリキュラムの検
証を行うとともに、学生の語学に対する関心を高
め、語学学習環境を整備する必要がある。また、
高校までの未修科目を中心に基礎学力を補うリメ
ディアル教育から、必要に応じて専門知識を補う
要素も取り入れたリメディアル教育の充実を図る
必要がある。

【成果】
○入学前教育及びリメディアル教育の実施
　大学での学びに円滑に移行するため、AO入試、
推薦入試、震災特別入試合格者を対象にeラーニ
ングや独自のテキストによる入学前教育を行っ
た。また、ソフトウェア情報学部において平成25
年度からリメディアル教育を実施するとともに、
総合政策学部においても、平成27年度からリメ
ディアル教育を実施することを決定した。このよ
うな取組により、教育内容が合わないことが理由
で離学した学生は減少（H23:17人⇒H26:9人）
し、前年度受講した授業の内容を理解できている
学生の割合は増加（H23：66.6％⇒H26:71.1％）
している。

○キャリア形成科目の充実
　キャリア形成科目については、全学共通科目
（教養科目）の「人間と職業」のほか、平成25年
度以降ソフトウェア情報学部、総合政策学部、盛
岡短期大学部ではキャリア形成科目を必須科目と
して設置し、体系化を図った。なお、宮古短期大
学部では、平成27年度からキャリア形成科目を新
設することを決定した。また、キャリア形成科目
では、外部講師による授業も行っており、学生の
満足度（H26：90.3％）も非常に高くなってい
る。

○基盤教育改革の実施
　平成25年度以降、高等教育推進センターを中心
に各学部等選出教員による基盤教育カリキュラム
検討タスクフォースを設置し、教養科目（平成25
年度検討、平成26年度施行）、英語科目（平成25
～26年度検討、平成27年度施行）、情報処理科目
（平成26年度検討、平成27年度施行）の全面的な
見直しを実施した。

【課題】
○語学学習環境の整備
　外国語を修得するため、毎日１時間以上自学自
習している学生の割合は低い（H26:5.1％）こと
から、学生の語学に対する関心を高め、自学自習
を喚起していくとともに、語学学習環境を整備す
る必要がある。

○英語以外の外国語科目に関するカリキュラムの
検証
　英語以外の外国語についても、これまでの学習
成果を踏まえ、カリキュラムを検証していく必要
がある。

○リメディアル教育の充実
各学部で高校までの未修科目を中心に基礎学力を
補うリメディアル教育を実施しているが、今後は
導入教育や高年次における専門教育の学習に必要
な基礎的知識を補うための教育など広い視野での
リメディアル教育の取組を進める必要がある。

○高学年次も含めた基盤教育の整備
　低学年次に集中した現行の基盤教育の視野を、
学生の成長及び専門分野の学習経験に応じて高学
年次に及ぶものに拡大する必要がある。
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目指す成果・達成状態

中間段階（H27.3） H23 H24 H25 H26指標名

評価指標
中期目標 中期計画 主な取組事項 評価中期目標の達成状況

・本学のカリキュラム構成に満足している
学生割合（％） 82.9 79.5 82.5 80.3

・授業の履修による学習到達目標の達成満
足度（平均）（％）

74.1 78.0 81.5 83.5

・学生を対象とする学外からの地域課
　題プログラム等への応募件数（件）

1 3 2 1

・インターンシップ・体験学習等の参
　加者割合（％）

34.0 33.1 37.3 37.9

・国家資格・民間資格の合格者数（人） 354 375 369 355

・国家資格・民間資格の受験者数（人） 292 307 280 267

・年度単位修得率（％） 90.6 91.7 92.5 93.3

・履修放棄科目数（科目） 1,885 1,339 877 309

・所定年限による卒業比率（％） 92.5 95.1 95.7 94.7

・短期大学部からの編入学生数（人） 19 17 17 21

・学部からの大学院進学者数（人） 38 47 44 41

・新たな成績評価制度として、５
　段階評価ないしＧＰＡの仕組み
　を導入する。
・学生の履修放棄科目数が減少す
　る。

　学生の学修到達度を明確にし、厳
正な成績評価を実施する。

１１

・難易度の高い国家資格・民間資
　格に挑戦する学生が増加する。

　各種資格取得や教員養成課程に関
する科目を効果的に編成し、高度な
専門能力の修得を支援する。

１０

・県内全域においてフィールドワ
　ークが活発に実施される。
・実習先との密接な連携・協力に
　より、効果的な実習等を開発す
　る。

　岩手県全域をフィールドにした実
践教育を積極的に展開し、学生の主
体的学習を促進する。

９

・各学部等の学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）及び
教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）を
策定。
・基盤教育については、平成26年度に教養科目を、平成27
年度に英語科目及び情報処理科目のカリキュラム改訂を行
うことを決定。
・専門教育については、平成24年度に看護学部が、平成25
年度にソフトウェア情報学部・総合政策学部が、平成26年
度に社会福祉学部が大規模なカリキュラム改訂を実施。
・新カリキュラムとディプロマポリシー及びカリキュラム
ポリシーとの整合性を随時評価。（カリキュラムマップ
等）

・震災等を受け、地域に密着したプロジェクトや卒業研究
等を積極的に実践。
・地域創造学習プログラムの実施。
・ソフトウェア情報学部及び総合政策学部において、イン
ターンシップを単位化。

・新たな教員養成課程（ソフトウェア情報学部で数学の教
員養成課程）を検討。
・国家試験対策（看護師・社会福祉士・精神保健福祉士・
幼保資格等）の実施。
・建築士・福祉住環境コーディネーターの資格取得に対応
したカリキュラムの実施。（盛短）
・TOEIC勉強会の実施。（宮短）

・新成績評価制度（５段階評価及びGPA制度）の本格導入。
・成績評価基準の共有化に向けた取組の実施。

「実学実践」の教育理念のも

と、学生が主体的に学ぶ姿勢

を持ち、現場でものを考え、

行動する力を身につける高度

な専門教育を推進する。

・短期大学部と四大の単位互換制
　度が活用され、教員と学生の相
　互交流が活発に行われる。
・学部から研究科への連続性、相
　互補完性のある教育課程を整備
　する。

　短期大学部教育と学部教育、学部
教育と大学院の研究指導との連携を
強化し、学生の学習意欲を喚起する
柔軟な教育研究の仕組みを構築す
る。

１２

　学位授与の方針（ディプロマ・ポ
リシー）と整合性のある体系的な教
育課程を編成するとともに、定期的
にカリキュラムと学習成果の検証を
行う。

８

ウ　専門教育の充実 ウ　専門教育の充実

　各学部・研究科で定めた人材育成目標を達成す
るため、学位授与の方針（ディプロマ・ポリ
シー）及び教育課程編成・実施の方針（カリキュ
ラム・ポリシー）と整合性のある体系的な教育課
程を編成した。また、学生の主体的な学びを促進
するため、実践型のカリキュラム編成にするとと
もに、地域に密着した課題に取り組む機会や成果
発表の機会を確保した。その結果、学生の学習到
達目標の達成満足度（H26:83.5％）や本学の卒業
生に対する採用企業満足度（H25:84.3％）は高水
準を維持している。今後、学士課程教育や研究科
教育を更に充実させるため、全学的なディプロ
マ・ポリシー、カリキュラム・ポリシーを構築す
るとともに、短期大学部・学部・大学院の連携を
強化していく必要がある。

【成果】
○アクティブラーニングを取り入れた主体的学習
の促進
　各学部では１年次・２年次から専門教育、演
習、実習等を採り入れ、実践的教育を重視したカ
リキュラム編成にするとともに、地域に密着した
課題に取り組む機会や成果発表の機会を確保し
た。なお、ソフトウェア情報学部で実施している
PBL（Project Based Learning）型の「プロジェ
クト演習」は、平成25年度に経済産業省「社会人
基礎力を育成する授業30選」に選ばれた。また、
学生の主体的・能動的な学びの場を作るため、平
成26年度に県内５地区（宮古、大槌、釜石、西和
賀、盛岡・滝沢）で「地域創造学習プログラム」
（課外授業）を実施し、140名の学生が参加し
た。

○体系的な教育課程の編成
　各学部において策定した学位授与の方針（ディ
プロマ・ポリシー）及び教育課程編成・実施の方
針（カリキュラム・ポリシー）に基づき、整合性
のある体系的な教育課程を編成した。また、社会
福祉学部においては、福祉ニーズの複雑化・多様
化に対応するため、平成25年度に学科再編を行
い、平成26年度から新カリキュラムを施行させ
た。
　
○厳正な成績評価の実施
　新成績評価制度として、「５段階評価制度」及
び「ＧＰＡ制度」を本格導入し、その基準は全学
の「教務・ＦＤ推進委員会」（平成26年度から高
等教育推進センターが継承）で確認され、各学部
教授会で共有化を図った。新成績評価制度を導入
した結果、学生の履修放棄科目数が大幅に減少
（H23：1,885科目⇒H26:309科目）した。

【課題】
○全学的なディプロマ・ポリシー、カリキュラ
ム・ポリシーの構築
　現行では全学的なディプロマ・ポリシー、カリ
キュラム・ポリシーが策定されておらず、学士課
程教育という観点から、大学として一貫性を高め
るため全学的なディプロマ・ポリシー、カリキュ
ラム・ポリシーを構築し、学部・研究科の各ポリ
シーに反映させていく必要がある。

○短期大学部と学部、学部と大学院の連携強化
　短期大学部と四大との単位互換制度や大学院入
学料免除制度の創設等により、短期大学部と学
部、学部と大学院の連携を図ってきたが、短期大
学部からの編入学者数（H23：19人⇒H26：21人）
や大学院進学者数（H23:38人⇒H26：41人）は横
ばいとなっていることから、短期大学部と学部に
おいては、進学の希望に応じて編入学が行えるよ
う、単位互換の拡充など教育の一貫性を確保する
ことについて検討するとともに、大学院進学に関
しては、その意義の提示やカリキュラムの連続性
について一層強化していく必要がある。

・学位授与の方針（ディプロマ・
　ポリシー）と一貫性のある教育
　課程編成・実施の方針（カリキ
　ュラム・ポリシー）が確立さ
　れ、学内で共有される。
・平成25～26年度に、全学的にカ
　リキュラム改訂が行われる。

・短大部と学部間の単位互換の拡充、短大部から学部に円
滑に編入できるよう短大部（宮短）と学部（社会福祉学
部・ソフトウェア情報学部）との意見交換を実施。
・内部進学者の経済的負担を軽減する大学院入学料免除制
度を創設。
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目指す成果・達成状態

中間段階（H27.3） H23 H24 H25 H26指標名

評価指標
中期目標 中期計画 主な取組事項 評価中期目標の達成状況

「実学実践」の教育理念のも

と、学生が主体的に学ぶ姿勢

を持ち、現場でものを考え、

行動する力を身につける高度

な専門教育を推進する。

・短期大学部と四大の単位互換制
　度が活用され、教員と学生の相
　互交流が活発に行われる。
・学部から研究科への連続性、相
　互補完性のある教育課程を整備
　する。

　短期大学部教育と学部教育、学部
教育と大学院の研究指導との連携を
強化し、学生の学習意欲を喚起する
柔軟な教育研究の仕組みを構築す
る。

１２

　各学部・研究科で定めた人材育成目標を達成す
るため、学位授与の方針（ディプロマ・ポリ
シー）及び教育課程編成・実施の方針（カリキュ
ラム・ポリシー）と整合性のある体系的な教育課
程を編成した。また、学生の主体的な学びを促進
するため、実践型のカリキュラム編成にするとと
もに、地域に密着した課題に取り組む機会や成果
発表の機会を確保した。その結果、学生の学習到
達目標の達成満足度（H26:83.5％）や本学の卒業
生に対する採用企業満足度（H25:84.3％）は高水
準を維持している。今後、学士課程教育や研究科
教育を更に充実させるため、全学的なディプロ
マ・ポリシー、カリキュラム・ポリシーを構築す
るとともに、短期大学部・学部・大学院の連携を
強化していく必要がある。

【成果】
○アクティブラーニングを取り入れた主体的学習
の促進
　各学部では１年次・２年次から専門教育、演
習、実習等を採り入れ、実践的教育を重視したカ
リキュラム編成にするとともに、地域に密着した
課題に取り組む機会や成果発表の機会を確保し
た。なお、ソフトウェア情報学部で実施している
PBL（Project Based Learning）型の「プロジェ
クト演習」は、平成25年度に経済産業省「社会人
基礎力を育成する授業30選」に選ばれた。また、
学生の主体的・能動的な学びの場を作るため、平
成26年度に県内５地区（宮古、大槌、釜石、西和
賀、盛岡・滝沢）で「地域創造学習プログラム」
（課外授業）を実施し、140名の学生が参加し
た。

○体系的な教育課程の編成
　各学部において策定した学位授与の方針（ディ
プロマ・ポリシー）及び教育課程編成・実施の方
針（カリキュラム・ポリシー）に基づき、整合性
のある体系的な教育課程を編成した。また、社会
福祉学部においては、福祉ニーズの複雑化・多様
化に対応するため、平成25年度に学科再編を行
い、平成26年度から新カリキュラムを施行させ
た。
　
○厳正な成績評価の実施
　新成績評価制度として、「５段階評価制度」及
び「ＧＰＡ制度」を本格導入し、その基準は全学
の「教務・ＦＤ推進委員会」（平成26年度から高
等教育推進センターが継承）で確認され、各学部
教授会で共有化を図った。新成績評価制度を導入
した結果、学生の履修放棄科目数が大幅に減少
（H23：1,885科目⇒H26:309科目）した。

【課題】
○全学的なディプロマ・ポリシー、カリキュラ
ム・ポリシーの構築
　現行では全学的なディプロマ・ポリシー、カリ
キュラム・ポリシーが策定されておらず、学士課
程教育という観点から、大学として一貫性を高め
るため全学的なディプロマ・ポリシー、カリキュ
ラム・ポリシーを構築し、学部・研究科の各ポリ
シーに反映させていく必要がある。

○短期大学部と学部、学部と大学院の連携強化
　短期大学部と四大との単位互換制度や大学院入
学料免除制度の創設等により、短期大学部と学
部、学部と大学院の連携を図ってきたが、短期大
学部からの編入学者数（H23：19人⇒H26：21人）
や大学院進学者数（H23:38人⇒H26：41人）は横
ばいとなっていることから、短期大学部と学部に
おいては、進学の希望に応じて編入学が行えるよ
う、単位互換の拡充など教育の一貫性を確保する
ことについて検討するとともに、大学院進学に関
しては、その意義の提示やカリキュラムの連続性
について一層強化していく必要がある。

・短大部と学部間の単位互換の拡充、短大部から学部に円
滑に編入できるよう短大部（宮短）と学部（社会福祉学
部・ソフトウェア情報学部）との意見交換を実施。
・内部進学者の経済的負担を軽減する大学院入学料免除制
度を創設。
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目指す成果・達成状態

中間段階（H27.3） H23 H24 H25 H26指標名

評価指標
中期目標 中期計画 主な取組事項 評価中期目標の達成状況

・ＦＤ研修実施回数（回） 27 32 29 37

・ＦＤ研修参加人数（延べ人数） 332 241 192 216

・実務経験者等による講義の授業満足
　度（％）

95.0 97.6 98.4 96.2

・いわて高等教育コンソーシアム事業
　への参加者数（人）

155 69 152 81

・いわて高等教育コンソーシアム単位
　互換制度による履修者数（人）

1 12 3 5

エ　教育力の向上 エ　教育力の向上

　学生の理解度が高まるよう

不断に授業内容の充実を図

り、教員の教育力の研鑽・向

上を図る。

１５
　県内外の高等教育機関との連携事
業に積極的に参画する。

１３

　教員の教育力向上を図るため、組
織的・体系的なＦＤ（ファカル
ティ・ディベロップメント）活動を
展開する。

１４
　研究者、企業の実務経験者など県
内外から有為な人材を非常勤教員等
として活用する。

・高等教育推進センターを中心に、全学のFD活動を推進。
・授業改善の参考とする「授業に関する学生アンケー
ト」、教員間相互授業聴講を実施。
・FDとSDを融合させた「全学FD・SDセミナー」を実施。
・各学部におけるFD活動の実施。
・教員の教育研究能力の向上を図るため、サバティカル制
度を導入。

・全学のキャリアプランニングセミナー「人間と職業（教
養科目）」をはじめ、各学部において、県内外から実務経
験者や企業からの外部講師、現場経験者等を非常勤講師と
して活用し、講義や演習を実施。

・いわて高等教育コンソーシアム事業として、本学から
「いわて学」授業を提供。
・平成26年度から短期大学部のいわて高等教育コンソーシ
アムへの参加を決定。
・県内外の高等教育機関との連携事業（岩手大学が実施す
る「女性研究者活動支援事業」、科学技術振興機構の「科
学技術コミュニケーション推進事業」等）に参画。

・いわてコンソーシアム事業の整
　理、充実が図られ、各事業の参
　加者数が増加する。
・県内の他大学との単位互換制度
　が定着している。

・全学で組織的・体系的なＦＤ活
　動の仕組みが整備される。
・教員のＦＤ研修への参加人数が
　増加する。

・企業の実務経験者等を講師とし
　て招き、地域を深く学ぶ授業を
　充実させる。
・企業の実務経験者等にかかる人
　材情報についてデータベース化
　を図る。

　体系的なＦＤプログラムや外部講師の導入等に
より、授業内容の改善・充実を図った。今後、教
員のＦＤ活動への参加率を向上させ、教員力の研
鑽・向上に努めていく必要がある。また、県内５
大学との連携については、いわて高等教育コン
ソーシアム事業の見直しを行うとともに、「地
（知）の拠点大学による地方創生推進事業（ＣＯ
Ｃ+事業）」を着実に推進していく必要がある。

【成果】
○サバティカル研修制度の導入
　平成26年度に教員の教育研究能力の向上を図る
ため、教員の大学における業務を免除し、一定期
間にわたり、自主的教育・研究に専念できるサバ
ティカル研修制度を導入し、平成26年度に１名が
取得した。なお、平成27年度は２名が取得するこ
とを決定した。

○組織的・体系的なＦＤプログラムの整備
　高等教育政策の動向や教育プログラムへの理解
を深めることを目的とした「全学ＦＤ・ＳＤセミ
ナー」、各学部の特性に応じた課題・テーマによ
るＦＤの実施を可能とする学部への予算配分と情
報共有、個々の授業レベルでの改善に資すること
を目的とした「授業に関する学生アンケート」
「教員間相互授業聴講」等、体系的なＦＤプログ
ラムを整備した。

○学外専門家の積極活用
　研究者、企業の実務経験者など県内外の有為な
人材を講師として招聘し、各学部の専門性に応じ
た人材を非常勤講師として活用した。実務経験者
等による講義の授業満足度（H26:96.2％）は非常
に高くなっている。

【課題】
○ＦＤ活動への参加率向上
　平成26年度の教員のＦＤ活動への参加率が、全
学合計で52.0％（概数）に留まっており、参加率
を向上させる必要がある。なお、全教員が年間１
回以上ＦＤ研修に参加できる機会は確保されてい
る。

○いわて高等教育コンソーシアム事業の見直し
　平成26年度に短期大学部がいわて高等教育コン
ソーシアムに加入したものの、いわて高等教育コ
ンソーシアム事業への参加者数（H23：155人⇒
H26:81人）及び単位互換制度による履修者数
（H23：１人⇒H26:５人）は伸び悩んでいる。文
部科学省からの補助金が平成27年度で終了するこ
とから、コンソーシアムの方向性を見ながら、本
学の参加形態を検討していく必要がある。

C
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目指す成果・達成状態

中間段階（H27.3） H23 H24 H25 H26指標名

評価指標
中期目標 中期計画 主な取組事項 評価中期目標の達成状況

74.1 78.0 81.5 83.5

77,789 90,932 97,311 102,573

・学生生活を充実して過ごしている学
　生割合（％）

90.3 95.3 95.1 92.4

・離学（除籍・退学）、休学した学生
　割合（％）

2.3 4.2 4.1 4.3

・公認クラブ・サークル参加率（％） 65.4 64.4 65.4 70.5

・ボランティア活動参加率（％） 40.0 37.7 45.8 44.5

（3）学生への支援に関する目標
（3）学生への支援に関する目標を達成
　　するための措置

　ア　学習支援・学生生活支援の
　　充実

　ア　学習支援・学生生活支援の充実

１８

１９

　学生生活や健康管理に関する心身
両面からの相談助言や、経済的に修
学困難な学生への援助等、生活支援
を充実させる。

　きめ細かい学習支援の環境

を整備するとともに、学生が

安心して修学を継続できるよ

う、学生一人ひとりの実情に

応じた生活支援を行う。

１６

　学生の履修計画、自己啓発等に役
立てるため、就業力の修得に関する
自己評価システムの開発、運用を図
る。

１７

　メディアセンター（図書館）の機
能強化等により学習支援環境を充実
させ、課外における学生の自学自習
を促す。

　学生の課外活動や学生組織による
ボランティア等の地域活動を支援す
るとともに、後援会を核とした保護
者との連携協力を強化する。

・総合政策学部（１～３年生を対象に前期１回、後期１
回）、盛岡短期大学部（１年生を対象に前期２回、後期２
回）において、IPU-Eマップを導入し、データを集積中。
・ソフトウェア情報学部では、個人特性を把握するテスト
（商品名：キュービック）を活用し、自己評価を実施。
・他者評価を取り入れたPROGテストを実施。

・ラーニング・コモンズ（学生の主体的な学習活動の場）
の整備。
・ラーニング･コモンズを活用した本学教員による課外授業
の実施。
・ライブラリーアテンダント（図書館をよりよくするため
に集まった学生ボランティア）による企画展示やイベント
の開催。

・通常の授業料減免のほか、東日本大震災津波で被災した
学生に対する授業料及び入学料の減免を実施。（H23）
・学業奨励金「被災学生特別枠」を創設。（H25）
・特別な支援を要する学生に対して、学部、本部、特別支
援コーディネーターとの連携による支援体制を構築。
・ノートテイカーを配置し、聴覚障害のある学生の授業支
援を実施。
・健康サポートセンターやピアサポーターによる相談体制
の強化。
・「長期欠席等配慮を必要とする学生への対応ワーキング
グループ」において学生の留年、休学、退学の未然防止策
を検討・協議し、報告書を作成。

・学生からの相談に対する助言指導を行うにより、学生が
さまざまな課外活動やボランティア活動を展開。なかで
も、被災地のニーズと学生ボランティアのニーズを結びつ
けるため、学生ボランティアセンターが、NPOの協力を得
て、「いわてGINGA-NET」を結成し、全国の学生ボランティ
アの活動拠点を構築。
・「被災地支援を行う学生ボランティア活動への支援事
業」を創設。（H25）
・後援会会報誌による情報提供のほか、後援会役員との情
報交換会を実施。
・学生の保証人（保護者）を対象とする後援会主催の地域
懇談会を開催。
・後援会によるサークル活動に必要な高額な備品の整備や
「語学等資格試験受験料助成事業」の創設。（H26）

・学生自らが設定した学習目標に対し
　て達成・計画どおり進行している学
　生割合（％）

・IPU-EMAPのシステム化が順次導
　入され、稼働している。（総合
　政策学部、盛岡短大部、社会福
　祉学部、ソフトウェア情報学
　部）

・学生の主体的な学習活動を促進
　する図書館サービスが向上して
　いる。

・図書館入館者数（人）

・学生生活に関する満足度が90％
　を超える。
・成績優秀かつ経済的支援を要す
　る学生を対象とした修学支援制
　度を整備する。

・サークル、ボランティア活動等
　の課外活動に参加する学生が増
　加する。
・保護者に対し、十分な大学情報
　が提供される。

　学生の経済的支援、生活支援、メディアセン
ター等の学習支援環境を充実させた結果、学生生
活を充実して過ごしている学生の割合が高水準
（H26:92.4％）を維持している。また、サークル
（H23:65.4％⇒H26:70.5％）やボランティア活動
（H23：40.0％⇒H26：44.5％）等の課外活動への
参加率も向上している。今後、離学（除籍・退
学）・休学した学生の割合が増加傾向
（H23:2.3％⇒H26:4.3％）にあることから、その
予備軍である長期欠席者等に対して、各教員が共
通の対応ができるよう全学的な取組を行う必要が
ある。

【成果】
○学生の生活支援の充実
　通常の経済的事情による授業料減免のほか、東
日本大震災津波で被災した学生に係る授業料及び
入学料の減免や学業奨励金「被災特別枠」による
奨学金の貸与などの経済的支援を行った。また、
心身の不調を訴える学生のために、健康サポート
センターに休養スペースを設置するとともに、ピ
アサポート等の学生の相談体制を整備した。さら
に、特別支援コーディネーターを配置し、特別な
支援を要する学生に対する支援を充実させた。

○メディアセンター（図書館）の機能強化による
学習支援環境の整備
　メディアセンターについては、ラーニングコモ
ンズ（学生の主体的な学習活動の場）の整備やラ
イブラリー･アテンダント（図書館をよりよくす
るために集まった学生ボランティア）による学生
目線での図書館改革等により、図書館機能が充実
し、利便性が向上した。

○学生のボランティア活動に対する支援と後援会
との連携強化
　学生団体等に対する相談助言や平成25年度に創
設した「被災地支援を行う学生ボランティア活動
への支援事業」により学生ボランティア活動を支
援した。本学の学生ボランティアセンターが、Ｎ
ＰＯの協力を得て結成した「いわてＧＩＮＧＡ－
ＮＥＴ」をはじめ、学生による積極的な復興支援
活動が行われた。また、後援会会報誌を通じて学
生の活躍を情報提供したほか、後援会主催の地域
懇談会を開催し、多くの保護者との懇談を行うと
ともに、学生の資格取得を支援するため「語学等
資格試験受験料助成事業」を創設するなど後援会
による財政的支援を行った。

【課題】
○自己評価システムの開発・運用
　ＩＰＵ－Ｅマップ（学生の自己評価を可視化す
るツール）は、産業界が求める能力要素を学部ご
とに協議し、学生が自己評価するシステムとして
開発・運用しているが、その活用は一部の学部
（総合政策学部及び盛岡短期大学部）に留まって
いる。今後、未実施学部に対するＩＰＵ－Ｅマッ
プの導入や客観的評価を取り入れている「基礎力
測定テスト（ＰＲＯＧテスト）」との関連性を検
証する必要がある。

○学生の留年・休学・退学の未然防止
　授業等についていけず、留年、休・退学する学
生が増加傾向にあることから、「長期欠席等配慮
を必要とする学生への対応検討ワーキンググルー
プ」を設置し、効果的な対応のあり方を協議し
た。この結果に基づき、学生の居場所作りや学
習・生活支援のあり方を全学的に検討していく必
要がある。

B
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目指す成果・達成状態

中間段階（H27.3） H23 H24 H25 H26指標名

評価指標
中期目標 中期計画 主な取組事項 評価中期目標の達成状況

・就職率（％） 95.0 95.9 97.8 97.9

・採用企業満足度（％） 86.7 84.3

・卒業年次生の就職・進学満足度（％） 72.3 73.1 80.1 80.7

・就職相談満足度（窓口）（％） 93.4 93.8 91.0 90.2

・４年制大学への編入を考えている短
　期大学生（％）

22.0 19.6 23.9 －

・大学院進学を考えている学部生（％） 4.5 6.0 4.5 －

・県内就職率（％） 53.0 45.3 44.4 52.5

・国家公務員試験の合格者数（人） 2 2 2 4

・地方公務員試験の合格者数（人） 52 39 35 35

・県内にＵターン就職を希望する者へ
　の求人企業の情報提供数（件）

－ 177 163 180

・同窓会行事参加者数（人） 0 113 177 91

・計画的なキャリアガイダンス、
　進路指導とともに、さまざまな
　就職支援施策が体系化され、円
　滑に実施される。

・県内へのＵターン就職希望者と
　再就職の状況を把握する。
・同窓会の組織強化が図られ、Ｕ
　ターン支援情報が広く周知され
　る。

・県内就職率を上昇させるための
　方策がとられ、成果を上げてい
　る。
・県内製造業等との連携が進み、
　企業と大学間の双方向の情報交
　換が活発に行われる。
・公務員志望者への体系的な養
　成、サポートの仕組みが整備さ
　れる。

イ　進路指導及び就職支援

　学生のキャリア意識を啓発

し就業力を育成するととも

に、進路選択のための的確な

指導を行う。

　高い就職率の水準確保に加

え、学生の県内への就職促進

を図るとともに、卒業生のＵ

ターン就職など県内への再就

職を支援し、地域で活躍でき

る人材確保に努める。

　また、編入学、大学院進学

についても適切な支援を行

う。

２１

　県内の保健、医療、福祉分野への
人材輩出、公務員受験者への支援、
県内企業の情報提供等により、県内
就職の促進を図る。

２２
　県内へのＵターン就職希望者に対
して、県内での再就職のための適切
な支援を行う。

イ　進路指導及び就職支援

２０

　学生の就業力育成を支援するため
のキャリアガイダンス、進路指導を
行うとともに、編入学、大学院進学
にかかる支援を強化する。

・県内企業への理解を深め、県内定着を促進するため、企
業研究セミナー、企業見学会、企業説明会を実施。
・病院等を対象とした就職説明会を開催。
・公務員試験対策講座の刷新。

・Uターン支援登録制度に登録したUターン希望者に対し
て、求人情報等を提供。
・看護学部で、卒業生のキャリアアップの状況及び県内就
労者数やUターン数を把握するため、現況確認を実施。

・IPU-Eプロジェクト（学生が自らの企画力や行動力により
就業力の獲得を育成する事業）の実施。（復興ガールズが
社会人基礎力グランプリ2012決勝大会で準大賞を受賞）
・「産業界ニーズに対応した教育改善・充実体制整備事
業」を活用した就職支援策（企業見学会、インターンシッ
プ、ジョブシャドウ）の実施。
・全学のキャリアガイダンスのほかに、学部個別のガイダ
ンスを開催。

　学生のキャリア意識を醸成するとともに、キャ
リアカウンセラーやコーディネーターを配置し、
全学部に共通する就職支援事業と各学部で実施す
る独自事業に分けて、的確な就職指導を行った。
就職率は高い水準を維持しているが、県内就職率
は企業の動向や学生の希望職種などに左右される
ところがあり、伸び悩んでいる。今後、就職指導
体制を更に充実させるとともに、県内への就職促
進、進学希望者に対する進路支援、Ｕターン希望
者に対する支援を強化していく必要がある。

【成果】
○学生のキャリア意識の醸成
　キャリア形成科目やＩＰＵ－Ｅプロジェクト
（学生の企画力や行動力により就業力を高める事
業）により、学生の就業力の育成に努めた。

○就職支援施策の充実
　キャリアセンター内にキャリアカウンセラーや
コーディネーター等を配置し、就職相談体制を充
実させたほか、キャリアガイダンス、ＩＰＵ就業
サポーター制度（本学が推進する学生の就業力育
成事業について、主に県内企業等に協力をいただ
く制度）による産業界と連携した企業見学会及び
インターンシップ等の実施により、高水準の就職
率（H26：97.9％）を維持している。

○公務員試験対策の充実
　これまで総合政策学部に設置した地域公共人材
研究センターと連携した公務員試験対策を行って
きたが、平成26年度に公務員試験対策講座の内容
を刷新し、公務員試験対策の強化を図った。な
お、今後リニューアルした公務員試験対策講座の
成果を検証していく必要がある。

【課題】
○進路指導の充実
　編入学については、宮古短期大学部では四大と
の情報交換を、盛岡短期大学部では編入学のため
の英語・小論文指導体制の見直しを行った。大学
院進学については、各学部において大学院進学相
談会等を開催した。今後は、保護者を含めて大学
院進学に対する理解を促していく必要がある。

○県内定着の促進
　学生の就職状況は、企業の動向や学生の希望職
種に左右されるところがあり、県内就職率は四大
（H23：46.2％⇒H26:44.5％）、盛岡短期大学部
（H23：74.2％⇒H26:72.6％）、宮古短期大学部
（H23：68.5％⇒H26:72.4％）となっている。今
後は、「地（知）の拠点大学による地方創生推進
事業（ＣＯＣ+事業）」による取組と連動しなが
ら、学生の県内定着を促していく必要がある。

○卒業生のＵターン就職の促進
　同窓会支部の総会等において、Ｕターン支援登
録制度の周知を図り、登録者に対して定期的に求
人情報等を提供している。今後、卒業生の現状把
握に努め、適切に情報提供を行っていく必要があ
る。

B
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目指す成果・達成状態

中間段階（H27.3） H23 H24 H25 H26指標名

評価指標
中期目標 中期計画 主な取組事項 評価中期目標の達成状況

・科学研究費申請件数（件） 74 57 65 50

・科学研究費申請金額（千円） 356,890 351,350 339,032 247,311

・科学研究費申請率（％） 35.7 28.0 29.2 24.5

・教員一人当たり論文発表数（件） 1.57 1.75 1.82 1.87

・教員一人当たり学会発表数（件） 1.89 1.77 2.22 1.96

・研究成果が地元紙などマスコミに取
　り上げられた回数（回）

25 24 30 34

・研究成果発表会等の参加者数（人） － 104 300 233

・研究成果発表会の満足度（％） － － 96.3 98.5

２４
　多様な機会を捉えて、積極的に研
究成果を県民に公開する。

・研究成果が新聞等のメディアや
　広報誌等で広く採り上げられ
　る。
・学内の研究成果（シーズ）を一
　覧できるデータベースが整備さ
　れ、ホームページで常に公開さ
　れている。

　今日の多種多様な地域課題

や時代の要請に的確に対応す

るため、大学の独自性を生か

した実践的な研究や、専門分

野の連携により複合的な研究

を強化するとともに、研究成

果を知的財産として蓄積し、

地域社会に積極的に公開す

る。

２３

　教育の質の一層の向上を図るた
め、教員・学部等の専門領域を生か
した先進的な研究を推進するととも
に、今日的な地域課題の解決に資す
る研究等を推進する。

・各教員が、科学研究費補助金等
　の競争的資金に積極的に申請し
　ている。
・先進的・独創的な研究活動が活
　発に行われ、論文・学会発表数
　が増加する。

（1）研究の推進に関する目標
（1）研究の推進に関する目標を達成す
　　るための措置

・若手研究者の科研費応募を促進する「若手ステップアッ
プ研究費」を創設。（H23）
・科研費の応募率向上を図るため、「ブラッシュアップ助
成費」を創設。（H26）
・地域政策研究センターの地域協働研究や学部プロジェク
トにより、震災復興と地域課題の解決に資する研究を実
施。
・震災復興に資することを目的に、新たに学部横断的な
「東日本大震災津波からの復興加速化プロジェクト」を実
施。（H26）
・コーディネート活動を強化して、地域ニーズを踏まえた
共同研究を推進。

・ホームページ上に「教育研究者総覧」を開設し、個々の
教員の研究活動実績を公開。
・ホームページのほか、公開講座やシンポジウム、報告書
の発行等により研究成果を公表。
・岩手県立大学研究成果発表会の開催。

２　研究に関する目標
２　研究に関する目標を達成するため
　の措置

　学部横断的な「東日本大震災津波からの復興加
速化プロジェクト」などの震災復興研究や地域協
働研究により地域課題の解決に向けた研究を推進
した。研究成果については研究成果発表会やホー
ムページ上で公開したほか、一部の取組は新聞等
のマスメディアにも取り上げられた。今後は、科
学研究費補助金等の競争的資金への申請を促進す
るため、教員の意識改革を促すとともに、研究環
境を充実させる必要がある。

【成果】
○震災復興と地域課題の解決に資する研究の推進
　地域政策研究センターの地域協働研究や学部プ
ロジェクトにより、震災復興と地域課題の解決に
資する研究を推進した。また、地域政策研究セン
ターにおいて、震災復興に資することを目的に、
新たに学部横断的な「東日本大震災津波からの復
興加速化プロジェクト」を立ち上げた。

○研究成果の地域社会への公開
　岩手県立大学研究成果発表会（H25：136テー
マ、H26：114テーマ）及び研究成果に関する報告
書の作成により研究成果の公開を行った。また、
積極的な広報活動の実施により、新聞等のメディ
アに取り上げられる機会が増加（H23：25回⇒
H26：34回）した。

【課題】
○科学研究費補助金の申請率向上
　科学研究費補助金の申請率の向上を図るため、
若手研究者の科研費の応募・獲得を支援するため
の「若手ステップアップ研究費」や補助金申請支
援のための「ブラッシュアップ助成費」などの支
援策を講じているものの、申請率は低下傾向
（H23：35.7％⇒H26：24.5％）にあることから、
教員の意識改革を促すとともに、支援制度の見直
しによる研究環境の整備を図る必要がある。

○研究成果の公表方法の見直し
　本学では、研究成果の公表方法が十分に確立さ
れていないため、県民から見て分かりにくいもの
となっている。今後、本学の多様な研究成果を外
部から見やすい形で公表し、容易にアクセスでき
る環境を整備していくことが必要である。

B
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目指す成果・達成状態

中間段階（H27.3） H23 H24 H25 H26指標名

評価指標
中期目標 中期計画 主な取組事項 評価中期目標の達成状況

・研究費が効果的に配分されていると
　考える教員の割合（％）

48.4 45.4

・専任教員一人当たりの論文発表数（件） 1.57 1.75 1.82 1.87

・専任教員一人当たりの査読付き論文数
（件）

0.77 0.22 0.86 0.73

・学会発表数（件） 1.89 1.77 2.22 1.96

・研究時間が十分に確保されていると
　考える教員の割合（％）

20.5 16.7

・社会福祉学部、ソフトウェア情報学部で、研究補助員
（RA）を採用。
・サバティカル研修制度の導入。

　新たな研究テーマの発掘や

研究分野の重点化など弾力的

な研究支援を充実させ、研究

活動に関する教員のモチベー

ションを高めるとともに、研

究環境を整備し、地域に評価

される研究成果を生み出すよ

う努める。

２５

　新たな研究テーマの発掘を奨励す
るとともに、研究課題に応じて研究
費を重点的・効果的に配分する仕組
みを構築する。

・研究費を重点的・効果的に配分
　する仕組みが整備され、教員の
　モチベーションが高まってい
　る。

（2）研究の質の向上に関する目標
（2）研究の質の向上に関する目標を達
　　成するための措置

２６
　研究成果について適切な評価を行
い、論文・学会発表の質的・量的向
上を図る。

・論文数、学会発表数を全学で１
　割以上増加させる。

・各学部において、震災復興や地域課題の解決に資する研
究テーマに対して、学部等研究費を重点的に配分。
・学部等研究費について、３年間の研究計画に基づき、そ
のなかで柔軟に予算執行できる仕組みに変更。

・研究成果に係る査読制（諸規程）の見直しを実施。（総
合政策学部、盛岡短期大学部）
・外部査読制度を導入。（看護学部）

２７
　学部特性に応じた研究者交流や研
究補助等の体制の強化を図る。

・研究補助員（ＲＡ）制度の充
　実、サバティカル制度の導入な
　ど研究環境の向上を図る。

　研究ニーズ等を精査し、学術研究費の予算措置
を行うなどの研究環境の整備を行った結果、専任
教員一人当たりの論文発表数（H23:1.57件⇒
H26:1.87件）及び学会発表数（H23:1.89件⇒
H26:1.96件）は増加した。また、教員の教育研究
能力の向上を図るため、サバティカル研修制度を
導入した。今後、研究成果の適切な評価の実施や
学部を越えた研究者交流やリサーチアシスタント
（ＲＡ）のような研究補助体制の充実により、教
員のモチベーションを高める必要がある。

【成果】
○研究ニーズに応じた学術研究費の配分
　研究ニーズ等を精査し、学術研究費の予算措置
を行うとともに、震災復興や地域課題の解決に資
する研究テーマに学部等研究費を重点的に配分し
た。また、学部等研究費については、平成26年度
に３年間の研究計画に基づき、そのなかで柔軟に
予算執行できる仕組みに変更した。

○サバティカル研修制度の導入
　教員の教育研究能力の向上を図るため、平成26
年度に教員の大学における業務を免除し、一定期
間にわたり、自主的教育・研究に専念できるサバ
ティカル研修制度を導入した。

【課題】
○研究成果に対する適切な評価の実施
　研究成果が適切に評価されるよう、指標の設定
を含めた評価制度を確立する必要がある。

○研究者間の連携とサポート体制の充実
　新たな研究テーマの一層の発掘に向けて、学部
を越えた研究者交流や外部を含めた幅広い研究体
制を構築する必要がある。また、ＲＡ制度のよう
な研究補助制度を活用しながら、サポート体制の
充実を図る必要がある。

○学術研究費の見直しについて
　現行の学術研究費は、平成17年度の法人化時に
改正を行って以降、基本的な枠組みを維持してき
たが、社会経済状況の変化や本学に対する地域社
会の要請の高まりなどを踏まえ、地域のニーズを
より重視するなど研究費のあり方や効率的な制度
運用について抜本的な見直しが必要である。

B

10



目指す成果・達成状態

中間段階（H27.3） H23 H24 H25 H26指標名

評価指標
中期目標 中期計画 主な取組事項 評価中期目標の達成状況

・年間受託・共同研究件数（件） 90 72 94 84

・年間受託・共同研究金額（千円） 105,386 130,074 138,827 149,155

・滝沢村IPUイノベーションパークの立
　地企業と本学との協業率（％）

62.5 45.5 50.0 52.4

・共同研究数（当該計画に係る）（％） 14 15 9 10

・高度技術者育成講座受講者数（人） 136 67 211 140

・各学部等において産学公連携の
　取組を強化し、共同研究・受託
　研究の実績が増加する。
・滝沢村IPUイノベーションパー
　ク（仮称）を整備し、企業誘致
　が順調に推移する。

　大学の教育研究の成果や知

的資源をもとに、産業界、地

域団体、自治体などと有機的

に連携して、産学共同研究に

よる新技術の開発、高度技術

者の育成などを積極的に進め

る。

２８

　産業界、地域団体等との連携を強
化し、研究情報の交換、研究ニーズ
の把握等により共同・受託研究を促
進する。

２９

　いわてものづくり・ソフトウェア
融合テクノロジーセンターの下で、
産学共同研究や高度技術者育成を推
進する。

・「ハードのわかるソフトウェア
　技術者」などの高度技術者の育
　成や、県内企業の競争力強化を
　目的とした産学共同研究が実施
　され、新たな価値の創造が推進
　されている。

・平成23年4月に「いわてものづくり・ソフトウェア融合テ
クノロジーセンター（i-MOS）」を設置。
・i-MOSを活用した共同研究や高度技術者養成講座の実施。
・文科省の地域イノベーション戦略支援プログラム「いわ
て環境と人にやさしい次世代モビリティ開発拠点事業（H24
～28）」を活用した産学協同研究の実施。
・自習支援型スマートフォンアプリ開発勉強会や三次元造
形技術に関する研修会など最新技術に関する研修会の開
催。

・各学部における産学公連携の取組の実施。
・滝沢市IPUイノベーションセンターの入居企業との共同研
究の実施。

３　地域貢献、国際交流に関する
　目標

３　地域貢献、国際交流に関する目標
　を達成するための措置

（1）地域貢献に関する目標
（1）地域貢献に関する目標を達成する
　　ための措置

ア　産学公連携の強化 ア　産学公連携の強化

　各学部の専門特性を生かした産学公連携による
共同・受託研究やいわてものづくり・ソフトウェ
ア融合テクノロジーセンター（i-MOS）における
産学共同研究を推進するとともに、高度技術者を
育成した。また、産学連携コーディネーターによ
る本学教員と企業とのマッチング支援やソフト
ウェア情報学部の一部授業の開放、インターン
シップ等への協力の働きかけなどにより、滝沢市
IPUイノベーションセンター入居企業との協業を
促進した。
　
【成果】
○産学公連携による共同研究の推進
　各学部の特性を生かして、自治体や産業界を連
携した共同・受託研究を推進した。その結果、受
託・共同研究件数は年により若干の変動があるも
のの、受託・共同研究金額は増加（H23：105,386
千円⇒H26:149,155千円）している。

○いわてものづくり・ソフトウェア融合テクノロ
ジーセンター（i-MOS）における共同研究の推進
　平成23年4月に設置した「いわてものづくり・
ソフトウェア融合テクノロジーセンター」におい
て、文部科学省で採択された地域イノベーション
戦略支援プログラム「いわて環境と人にやさしい
次世代モビリティ開発拠点」事業（平成24～28年
度：交付決定額約５千万円）をはじめ、産学共同
研究等を推進した。

○滝沢市IPUイノベーションセンターへの企業誘
致の促進
　「滝沢市IPUイノベーションセンター」に続
き、平成26年5月に「滝沢市IPU第２イノベーショ
ンセンター」が開所し、平成27年3月31日現在の
当センターの入居状況は18社、16室/21室となっ
ており、企業誘致は順調に推移している。

○高度技術者の育成
　ものづくりとソフトウェアの両面の知識を有す
る技術者を体系的に育成するため、高度技術者養
成講座を実施した。受講者に対するアンケート調
査及び企業に対する研修ニーズを踏まえた講座内
容に見直した結果、受講者の満足度は97％と高く
なっている。

A
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目指す成果・達成状態

中間段階（H27.3） H23 H24 H25 H26指標名

評価指標
中期目標 中期計画 主な取組事項 評価中期目標の達成状況

・審議会・委員会等の委嘱依頼総数（件） 318 483 500 449

・公募型地域課題研究応募者の中の新
　規応募者の割合（％）

－ － 73.0 57.6

・公募型地域課題研究から共同研究に
　移行する研究割合（％）

2.0 4.0 1.0 1.0

・県民生活の課題について可視化、構
　造化が図られる件数（件）

2 20 12 10

・自治体への政策提言数（件） 2 6 8 4

３０

　岩手県が抱える様々な地域課題に
対して、各学部等に蓄積された知的
資源を活用し、自治体等と連携して
課題解決に向けた取組を強化する。

・各学部等において自治体等との
　共同事業数や審議会・委員会等
　の委員委嘱数が増加する。
・公募型地域課題研究の応募数が
　増加し、裾野が広がる。

　地域が抱える課題解決の要

請に対して、大学の知的資源

を結集した実証的研究を推進

し、政策提言や受託研究、県

民生活の調査分析を行い、そ

の成果を公開するなど、地域

に貢献する活動を強化する。

　イ　県民のシンクタンク機能
　　の強化

　イ　県民のシンクタンク機能の強化

・各学部の専門知識や本学の人材資源を活用し、自治体等
と連携して、岩手県の地域課題解決に向けた取組を実施。
（研修事業の受託や行政機関が設置する審議会や委員会等
に本学の教員が参画。）
・東日本大震災津波を受けて、平成23年4月に災害復興支援
センターを設置し、本学の震災復興支援活動を支援。

３１

　地域政策研究センターの下での実
証的な調査研究を通じて、県民生活
の課題を可視化・構造化するととも
に、その解決策等の提言を行う。

・実証的調査研究において、県民
　生活の現状・課題の可視化・構
　造化が図られ（６件以上）、概
　ね半数について社会デザインに
　よる政策提言が行われる。

・平成23年4月に「地域政策研究センター」を設置。
・「復興支援研究」及び「地域協働研究（教員提案型・地
域提案型）」を実施し、研究成果を公表。
・外部の有識者で構成される研究審査・評価委員会で研究
成果の評価を実施。

　各学部及び地域政策研究センターにおいて、震
災復興をはじめとする岩手県の地域課題の実証的
研究を推進し、県民生活の課題を可視化・構造化
（※）するとともに、その解決策等の提言を行っ
た。また、東日本大震災津波の発生以降、積極的
に震災復興支援活動を実施した。
（※）構造化：それぞれの課題を個別に取り上げ
て、その背景や要因を明らかにするだけでなく、
それらの相互関係を全体の中に位置づけて明らか
にし、解決策を模索していくこと。

【成果】
○地域課題の解決に向けた取組の推進
　各学部の専門知識や本学の人的資源を活用し、
地域協働研究の実施や自治体等の審議会・委員会
の委員就任等により、自治体等と連携して地域課
題の解決に向けた取組を行った。

○地域政策研究センターにおける調査研究の推進
　平成23年4月に設置した「地域政策研究セン
ター」において、地域団体等を対象に地域課題を
公募し、学内教員とのマッチングを経て共同研究
を実施する地域協働研究（地域提案型）を実施し
た。平成24年度～平成26年度前期までの地域協働
研究（地域提案型）の採択件数は65件であり、こ
のうち可視化・構造化が図られた件数は、平成24
年度20件、平成25年度12件、平成26年度10件の計
42件、政策提言が行われた件数は、平成24年度6
件、平成25年度8件、平成26年度4件の計18件と
なっており、いずれも当初の目標を達成した。

○震災復興支援活動の推進
　東日本大震災津波の発生を受けて、平成23年4
月に「災害復興支援センター」を設置し、教職員
が行う災害復興支援活動に対して経費の助成や物
資の提供を行ったほか、学生ボランティアセン
ターと協働し、復興支援に係る啓発活動に取り組
んだ。また、オハイオ大学及び本庄国際奨学財団
との協働事業や文部科学省補助事業「いわての教
育及びコミュニティ形成復興支援事業」を実施し
た。

○「地方創生支援チーム」の設置
　「まち・ひと・しごと創生法」に基づく自治体
の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の策定等
を支援するため、平成26年度末に地域政策研究セ
ンターに「地方創生支援チーム」を設置した。

A
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目指す成果・達成状態

中間段階（H27.3） H23 H24 H25 H26指標名

評価指標
中期目標 中期計画 主な取組事項 評価中期目標の達成状況

・公開講座数（講座） 31 56 63 67

・公開講座の受講満足度（％） 84.9 93.5 83.0 90.0

・公開講座の参加者総数（人） 2,951 3,131 2,402 3,270

・研究者交流の実績数（人） － － 12 10

・国際学会での発表、編集委員を
　行っている教員割合（％）

59.6 53.7

・海外研修参加学生数（人） 66 74 64 56

・外国人留学生の受入数（人） 15 16 17 15

　双方向の国際交流事業の推

進により教育研究の充実を図

るとともに、学生の国際的視

野を養う。

３３
　国際交流協定の締結大学をはじめ
とする海外の大学との教員間の学術
交流を推進する。

・協定締結の成果を検証し、交流
　推進のための方策を策定する。

３４
　海外派遣学生と外国人留学生を含
む双方向における学生の国際交流を
推進する。

・学生の国際交流への興味・関心
　を高め、海外研修の参加者（４
　年平均）が第１期中期計画期間
　平均より20％増加する。
・外国人留学生の受入・支援体制
　を充実させ、受入数（４年平
　均）が第１期中期計画期間平均
　より10％増加する。

・全学の海外研修（韓国・中国・アメリカ）及び各学部に
おける海外協定締結機関等との学生の国際交流の実施。
・入学関係書類の英語化。
・ソフトウェア情報学研究科では、シラバスの日英併記、
英語による講義を実施。

・平成23年11月に「国際交流協定に関するガイドライン」
を策定。
・各学部における海外協定締結機関（H23：８機関⇒H26：
15機関）との学術交流。
・「岩手県立大学国際交流方針」の策定。
・国際交流推進のための宿泊施設（ゲストハウス）につい
て、県と協力して設計案を検討。

　ウ　県民への学習機会などの提
　　供

　ウ　県民への学習機会などの提供

　地域に開かれた大学とし
て、県民に広く学習機会を提
供するとともに、社会人の学
び直しや生涯学習のニーズに
きめ細かく対応する。

３２

　地域の多様な生涯学習ニーズを踏
まえ、広く県民の参加を得られるよ
うな公開講座、専門職業教育等を充
実させる。

・公開講座数、受講者数が増加す
　る。
・公開講座の受講者満足度が80％
　を超える。
・専門職業教育のプログラムを整
　備し、生涯学習の拠点化を図
　る。

・地域連携研究センター及び各学部において、岩手県立大
学公開講座や地区講座をはじめとする公開講座を開催。
・専門職（看護師、管理栄養士等）を対象とした専門職業
教育を実施。

（2）国際交流に関する目標
（2）国際交流に関する目標を達成する
　　ための措置

A

　各キャンパス（滝沢・宮古・アイーナ）及び各
学部で開催する公開講座や看護師・社会福祉士・
管理栄養士等を対象とした専門職業教育により、
社会人教育に取り組んだ。

【成果】
○地域のニーズを踏まえた公開講座による社会人
教育の充実
　公開講座の受講者満足度が高水準（H23：
84.9％⇒H26:90.0％）であること、またリピー
ターも多いことから、受講者の興味・関心を引く
内容になっていると思料され、県民の生涯学習の
きっかけづくりとして機能している。

○リカレント教育の推進
　看護実践研究センターによる県内看護師を対象
とした研修事業や管理栄養士受験のためのリカレ
ント教育講座等を実施することにより、社会人の
専門職業教育に取り組んだ。

　国際交流協定機関が増加し、海外研修に参加す
る学生は増加しているものの、留学生の受入は減
少しており、双方向の交流には至っていない。ま
た教員の学術交流も低調である。今後、全学的な
方針である「国際交流方針」に基づき、具体的な
国際交流事業を効果的に実施するとともに、受入
態勢や学術交流における支援体制を整備する必要
がある。

【成果】
○国際交流協定機関の増加
　平成23年度に「国際交流協定に関するガイドラ
イン」を制定し、国際交流協定の締結、検証、支
援等に関する学内ルールを明確化したことによ
り、国際交流協定機関は平成23年度に比べて７大
学増加した。

○全学的な方針の明確化
　国際交流事業の推進を図るため、本学の国際交
流の基本的方向を定めた「岩手県立大学国際交流
方針」を策定した。この中で、①国際化に対応で
きる人材育成（学生の海外派遣の促進、外国人留
学生等の受入環境の充実、国際化に向けた教育環
境の充実）、②学術研究の国際化の推進（海外の
教育研究機関との共同研究等の推進）、③国際交
流協定機関との交流を拡充、④地域社会の国際化
を支援、⑤推進体制の強化等の５つの基本的方向
を定めた。

○学生の海外派遣の推進と教育プログラムの整備
　韓国・中国研修に加え、平成26年度に新たに正
規科目「プロジェクトF」を設置し、ボストンで
の海外研修を新たに実施したほか、各学部におい
て国際交流協定先との交流を推進した結果、大学
主催の海外研修に参加する学生数は、平成23～26
年度間の平均は65名で、第１期中期計画期間の平
均41名と比較し1.58倍と増加した。なお、海外研
修後の報告を見ると、異文化体験を通じて、多様
な価値観を受け入れることの重要性を感じる学生
が多いことから、海外研修が国際的視野を養うひ
とつの機会になっている。

【課題】
○情報発信の強化と受入態勢の整備
　本学への留学生は、平成23～26年度間の平均は
16名で、第１期中期計画期間の平均29.5名と比較
し0.54倍と半減していることから、教務関係書類
や本学への留学希望者に提供する情報の英語化を
図るなど、情報発信を強化していく必要がある。
また、外国人研究者や外国人留学生が滞在できる
宿泊施設の整備が県によって進められており、関
係機関と連携しながら積極的な利用促進に努めて
いく必要がある。

○学術交流における支援体制の構築
　国際的な学術交流を推進するためには、大学と
して組織的に支援する体制が不可欠であることか
ら、国際交流協定締結機関との交流を継続（交流
内容の充実）させるための仕組みを再構築すると
ともに、学生の海外留学を促進するための魅力あ
るプログラムなどを検討する必要がある。

C
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目指す成果・達成状態

中間段階（H27.3） H23 H24 H25 H26指標名

評価指標
中期目標 中期計画 主な取組事項 評価中期目標の達成状況

　双方向の国際交流事業の推

進により教育研究の充実を図

るとともに、学生の国際的視

野を養う。
３４

　海外派遣学生と外国人留学生を含
む双方向における学生の国際交流を
推進する。

・学生の国際交流への興味・関心
　を高め、海外研修の参加者（４
　年平均）が第１期中期計画期間
　平均より20％増加する。
・外国人留学生の受入・支援体制
　を充実させ、受入数（４年平
　均）が第１期中期計画期間平均
　より10％増加する。

・全学の海外研修（韓国・中国・アメリカ）及び各学部に
おける海外協定締結機関等との学生の国際交流の実施。
・入学関係書類の英語化。
・ソフトウェア情報学研究科では、シラバスの日英併記、
英語による講義を実施。

　国際交流協定機関が増加し、海外研修に参加す
る学生は増加しているものの、留学生の受入は減
少しており、双方向の交流には至っていない。ま
た教員の学術交流も低調である。今後、全学的な
方針である「国際交流方針」に基づき、具体的な
国際交流事業を効果的に実施するとともに、受入
態勢や学術交流における支援体制を整備する必要
がある。

【成果】
○国際交流協定機関の増加
　平成23年度に「国際交流協定に関するガイドラ
イン」を制定し、国際交流協定の締結、検証、支
援等に関する学内ルールを明確化したことによ
り、国際交流協定機関は平成23年度に比べて７大
学増加した。

○全学的な方針の明確化
　国際交流事業の推進を図るため、本学の国際交
流の基本的方向を定めた「岩手県立大学国際交流
方針」を策定した。この中で、①国際化に対応で
きる人材育成（学生の海外派遣の促進、外国人留
学生等の受入環境の充実、国際化に向けた教育環
境の充実）、②学術研究の国際化の推進（海外の
教育研究機関との共同研究等の推進）、③国際交
流協定機関との交流を拡充、④地域社会の国際化
を支援、⑤推進体制の強化等の５つの基本的方向
を定めた。

○学生の海外派遣の推進と教育プログラムの整備
　韓国・中国研修に加え、平成26年度に新たに正
規科目「プロジェクトF」を設置し、ボストンで
の海外研修を新たに実施したほか、各学部におい
て国際交流協定先との交流を推進した結果、大学
主催の海外研修に参加する学生数は、平成23～26
年度間の平均は65名で、第１期中期計画期間の平
均41名と比較し1.58倍と増加した。なお、海外研
修後の報告を見ると、異文化体験を通じて、多様
な価値観を受け入れることの重要性を感じる学生
が多いことから、海外研修が国際的視野を養うひ
とつの機会になっている。

【課題】
○情報発信の強化と受入態勢の整備
　本学への留学生は、平成23～26年度間の平均は
16名で、第１期中期計画期間の平均29.5名と比較
し0.54倍と半減していることから、教務関係書類
や本学への留学希望者に提供する情報の英語化を
図るなど、情報発信を強化していく必要がある。
また、外国人研究者や外国人留学生が滞在できる
宿泊施設の整備が県によって進められており、関
係機関と連携しながら積極的な利用促進に努めて
いく必要がある。

○学術交流における支援体制の構築
　国際的な学術交流を推進するためには、大学と
して組織的に支援する体制が不可欠であることか
ら、国際交流協定締結機関との交流を継続（交流
内容の充実）させるための仕組みを再構築すると
ともに、学生の海外留学を促進するための魅力あ
るプログラムなどを検討する必要がある。

C
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目指す成果・達成状態

中間段階（H27.3） H23 H24 H25 H26指標名

評価指標
中期目標 中期計画 主な取組事項 評価中期目標の達成状況

・建学の理念や教育目標をよく知って
　いる教職員の割合（％）

82.8 77.2

・ビジョンや中長期計画に沿った経営や資
源配分が行われていると感じている教職員
の割合

39.2 41.6

・環境変化に組織的に対応していると
　感じている教職員割合（％）

34.8 36.6

・学部・本部が所管する各種委員
　会、運営会議等の機能強化を図
　るとともに、設置の必要性を随
　時見直し、適正な運営を確保す
　る。

・高等教育推進ｾﾝﾀｰの設置に伴い、共通教育ｾﾝﾀｰを組織統
合。
・公立大学法人岩手県立大学評価委員会の役割を整理。
・学部内の諸課題に対応するため、各学部が所管する各種
委員会の機能強化。
・本部長会議・学部長等会議の見直し。

１　運営体制の改善に関する目標
１　運営体制の改善に関する目標を達
　成するための措置

Ⅲ　業務運営の改善及び効率化に
　関する目標

Ⅱ　業務運営の改善及び効率化に関す
　る目標を達成するための措置

・毎年４月及び11月に、全教職員向けの大学運営説明会を
開催し、理事長・学長から大学運営方針を説明。
・意思決定プロセスの透明化を図るため、会議概要や会議
資料を学内ホームページに掲載。
・給与減額措置及び裁量労働制導入に係る教員説明会を開
催。

　大学の教育理念・目的に合
致した教育研究組織を編成
し、柔軟かつ機動的・効率的
な組織改革や教員配置を行
う。

３６

　学内の会議、委員会等の組織機能
を強化するとともに、随時必要性を
検証し、環境変化に対応した柔軟な
組織運営を行う。

２　教育研究組織に関する目標
２　教育研究組織に関する目標を達成
　するための措置

　理事長、学長のリーダー
シップによる迅速かつ的確な
意思決定により、全学一体と
なった大学運営を行う。

３５

　法人・大学運営に関する意思決定
プロセスの一層の透明化を図り、教
職員の大学運営への積極的参加を促
す。

・理事長、学長のトップマネジメ
　ントが的確に行われ、法人と大
　学の業務運営が円滑かつ迅速に
　行われる。
・法人・大学運営に関する各種会
　議が効果的に実施され、意思決
　定過程の透明化が図られる。

　理事長が主宰する理事会議、学長が主宰する本
部長会議・学部長等会議等の運営方法を随時見直
すとともに、会議概要や資料を速やかに公開し、
意思決定プロセスの透明化を図った。また、平成
27年4月1日付けの大学ガバナンス改革に係る学校
教育法等の改正に伴い、組織運営に係る規程を整
備した。今後、教職員が大学運営に参画しやすい
環境を整備していく必要がある。

【成果】
○意思決定プロセスの透明化
　理事長及び学長の指示に基づき、企画本部・企
画室において、理事会議（理事長主宰）、本部長
会議（学長主宰）、学部長等会議（学長主宰）の
運営方法を随時見直すとともに、会議概要や資料
を速やかに公開し、意思決定プロセスの透明化を
図った。

【課題】
○大学運営への積極的な参画
　大学運営に係る教職員向けの説明会を年２回程
度開催し、大学運営方針を共有する場を設けてい
るが、ビジョンや中長期計画に沿った経営や資源
配分が行われていると感じている教職員は約４割
程度（H23：39.2％⇒H26:41.6％）であることか
ら、全学的な取組を教職員に浸透させるととも
に、大学運営に積極的に参画する新たな機会を検
討する必要がある。

B

　社会福祉学部では、福祉ニーズの複雑化・多様
化に対応した学科構成とするため、平成25年度に
学科再編を行った。また、平成25年度に高等教育
推進センターを設置し、全学的な教学マネジメン
トの充実を図った。今後、教育研究組織が環境変
化に対応しているかどうかの検証や学部･本部が
所管する各種委員会や会議等の見直しを行ってい
く必要がある。

【成果】
○教育研究組織の再編
　社会福祉学部では学科再編を行い、平成26年度
から旧学科（福祉経営学科・福祉臨床学科）と新
学科（社会福祉学科・人間福祉学科）が並存する
体制になっている。また、平成25年度に高等教育
推進センターを設置し、教養科目、英語等全学共
通科目を中心とした基盤教育改革を実践した。

【課題】
○教育研究組織の検証と学部・本部が所管する各
種委員会・会議等の見直し
　「環境変化に組織的に対応していると感じてい
る」（教職員アンケート）という肯定的な意見が
低い（H23:34.8％⇒H26：36.6％）ことから、現
行の教育研究組織が環境変化に対応しているかど
うかを検証する必要がある。また、全学委員会・
会議が増加傾向にあることから、その必要性を見
直す必要がある。

B
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目指す成果・達成状態

中間段階（H27.3） H23 H24 H25 H26指標名

評価指標
中期目標 中期計画 主な取組事項 評価中期目標の達成状況

・頑張って良い業務をやればちゃんと評価
されていると思う教員の割合（％）

38.7 29.6

・人事上の昇進・昇格に不公平感はないと
思う教員の割合（教職員全体）（％）

33.8 32.7

・教育・能力開発の機会は、それなりに与
えられていると思う教職員の割合（％）

50.5 49.0

・ＳＤ研修実施回数（回） 9 17 20 19

・ＳＤ研修参加人数（延べ人数） 69 84 82 120

・管理者、教職員が適材適所に配置されて
組織運営がなされていると思う教職員の割
合（％）

24.5 28.2

・計画的なジョブローテーションが行われ
ていると思う職員の割合（％）

17.3 31.9

･教育や能力開発の機会がそれなりに与えら
れていると思う職員の割合（％）

55.6 62.8

・平成24年度に教員業績評価制度を本格導入し、勤勉手当
に反映。
・平成26年度から教員業績評価制度の見直しを検討。
・全学における学長表彰のほか、学部においても学部長等
表彰を実施。

・教員業績評価制度が的確に機能
　し、教員のモチベーションが向
　上する。
・教員業績評価制度の検証、見直
　しが図られる。

・大学改革に対応するため、４本部に加え、平成25年度に
高等教育推進ｾﾝﾀｰ（共通教育センターを統合）を設置。
・法人採用事務局職員の無期雇用化を実施。

・平成25年度に人材育成ビジョン＆プランを策定し、その
研修体系に基づき各種研修（eラーニング研修、公立大学協
会事務局への派遣研修等）を実施。
・新採用職員の指導について、各職場やグループ単位で計
画的に実施。
・FDとSDを融合させたプログラム（全学FD・SDセミナー）
を実施。

４０

３８

　年齢構成、男女比率を勘案した意
欲的な教職員の募集・採用等を行う
とともに、教職員の能力を引き出す
柔軟かつ多様な人事・給与制度を整
備する。

・提供する教育・学生サービスに
　応じた、適切な教職員配置計画
　が策定され、計画的な募集・採
　用の仕組みが整備される。

　効率的・安定的な大学運営

のための柔軟な事務組織の設

置や職員の配置を行うととも

に、職員の能力向上を図る。

３９
　事務職員の専門性向上を図るＳＤ
（スタッフ・ディベロップメント）
活動を積極的に推進する。

・職員の人材育成ビジョンに基づ
　き、採用年数や業務経験等を勘
　案した体系的な研修体系が整備
　され、全職員が計画的に研修を
　受講している。

４　事務等の効率化・合理化に関する
　目標を達成するための措置

・教員定数管理計画の策定。
・特任教員制度を活用して、高等教育推進ｾﾝﾀｰに特任教員
を配置。
・法人採用職員の無期雇用化に伴い、人事給与制度の見直
し（給与・ジョブローテーション等）を実施。
・事務局の中核を担える能力の高い人材を育成するため、
職務経験者採用試験を実施。

　業務内容の多様化、業務量の変動
に応じ、事務組織の機能を検証しな
がら、安定的な大学運営を行う。

・事務組織のあり方、機能を随時
　検証し、効率的な事務の執行が
　図られるとともに、業務量の変
　動等に応じて適切に組織や機能
　の見直しがなされている。

４　事務等の効率化・合理化に関
　する目標

３　人事制度の適正化に関する
　目標

３　人事制度の適正化に関する目標を
　達成するための措置

　多様な人事制度を導入し、

大学の特性、専門性に応じた

優秀な教職員を確保・育成す

るとともに、適正な処遇を行

う。

３７

　教員の教育研究活動等について、
適切な教員業績評価を行い、教員の
モチベーションを高めるとともに、
教員の処遇に反映させる。

　法人が採用した事務局職員（法人採用職員）を
期間の定めのない雇用（無期雇用）に移行すると
ともに、「岩手県立大学人材育成ビジョン＆プラ
ン」に基づき、事務局職員の能力開発に取り組ん
だ。今後、人材育成ビジョン＆プランを着実に進
め、将来の大学運営の中核を担う法人採用職員の
能力向上を図っていく必要がある。

【成果】
○事務局機能の強化
　将来の大学運営の中核を担う人材を確保するた
め、平成26年度から、法人が採用した事務局職員
を期間の定めのない雇用（無期雇用）に移行させ
た。
　
○事務局職員の能力開発
　「岩手県立大学事務局人材育成ビジョン＆プラ
ン」（平成25年度策定）に基づき、キャリア形成
のためのジョブローテーションの導入、人材育成
のための研修体系の見直し、人事評価制度の見直
し等を行い、事務局職員の能力開発や自己啓発を
支援した。

【課題】
○機動的かつ効果的な組織運営の検討
　大学運営の中核を担う法人採用職員の人材育成
を図るとともに、「環境変化に組織的に対応して
いると感じている教職員の割合（H26:36.6％）」
や「管理者、教職員が適材適所に配置されて組織
運営がされていると思う教職員の割合
（H26:28.2％）」が低いことから、機動的かつ効
果的な組織運営のあり方について検討する必要が
ある。

B

　教員定数管理計画に基づき教員を適切に配置す
るとともに、特任教員制度の創設、法人採用職員
の人事給与制度の改善、教員業績評価制度による
評価の仕組みの構築などの取組を進めることによ
り、人事の適正化に努めた。今後、教職員アン
ケートの「頑張って良い業務をやればちゃんと評
価される」という項目に対する肯定的な意見が、
前回より低下（H23：38.7％⇒H26：29.6％）して
いることから、教員のモチベーションを高める教
員業績評価制度とするため、運用の見直しを行う
必要がある。

【成果】
○教員定数管理計画に基づく教員の配置
　平成23年度に策定した教員定数管理計画に基づ
き、計画的に教員を確保した。

○特任教員制度の創設
　平成25年度に、本学の教育研究活動の充実と大
学運営における重要課題への対応のため、特任教
員制度を創設し、高等教育推進センターに特任教
員を３名配置した。

○法人が採用した事務局職員（法人採用職員）の
人事給与制度の見直し
　将来の大学運営の中核を担う事務局職員を確保
するため、法人採用職員の無期雇用化を行うとと
もに、給与等の処遇面を大幅に改善した。

○教員業績評価制度の本格導入
　教員業績評価制度の本格実施に伴い、その評価
を勤勉手当として処遇に反映させた。

【課題】
○教員のモチベーションの向上
　教員業績評価制度を適切に見直すとともに、研
究環境の整備などにより、教員のモチベーション
の向上を図る必要がある。

C
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目指す成果・達成状態

中間段階（H27.3） H23 H24 H25 H26指標名

評価指標
中期目標 中期計画 主な取組事項 評価中期目標の達成状況

・科学研究費採択件数（件） 20 12 25 12

・科学研究費採択金額（千円） 59,261 65,000 69,334 79,170

・科学研究費採択率（％） 27.0 21.1 38.5 24.0

・自己収入比率（％） 28.4 28.4 28.7 29.3

・外部資金採択件数（件） 107 131 106 109

・外部資金（受託研究収益＋受託事業収益
＋寄附金収益）（千円）

239,473 177,190 193,921 213,883

・授業料等の収納率（％） 100.0 100.0 99.8 99.9

・経常利益（千円） 302,600 316,964 281,555 162,148

・当期純利益（千円） 514,291 350,148 452,851 340,836

・人件費比率（％） 55.9 56.1 55.2 57.2

・学生一人当たりの事務経費（千円） 437 494 508 538

・経営状況を把握・理解している教職員の
割合（％）

38.2 26.2

・平成23年度に教員定数管理計画を策定。
・平成25年10月に36協定を改定し、45時間を超えて超過勤
務を命じ得る業務を個別具体的に限定列挙し、所属長によ
るマネジメントを実施。
・事務局改善ワーキンググループを設置し、業務改善の取
組を実施。

２　予算の適正かつ効率的な執行
　に関する目標

・予算編成において「教育力強化枠」を設定。
・財務諸表及び決算解説資料を作成及び周知。
・予算編成方針を策定し、全教職員に対して説明会を開
催。

　大学の財務健全性を確保す

るため、運営経費の抑制に努

め、適正かつ効率的に予算を

執行する。

４４

　適切な定数管理のもとに人件費の
縮減を図るとともに、教職員のコス
ト意識を高め、管理的経費の節減を
図る。

・業務の効率化を徹底し、管理的
　経費の継続的な節減を図る。
・教職員が財務状況を理解し、コ
　スト意識が高まっている。

１　外部研究資金その他の自己収
　入の増加に関する目標

Ⅳ　財務内容の改善に関する目標
Ⅲ　財務内容の改善に関する目標を達
　成するための措置

４３
　大学運営経費を効果的・効率的に
執行するため、予算要求及び予算執
行の適正化を図る。

・中長期の収支計画のもとで、適
　切な予算管理がなされている。
・予算要求ルールが確立し、教職
　員が理解している。

２　予算の適正かつ効率的な執行に関
　する目標を達成するための措置

１　外部研究資金その他の自己収入の
　増加に関する目標を達成するための
　措置

４１
　競争的資金、受託研究等に関する
情報収集や研究支援の体制を充実
し、自己収入の増加に努める。

・科学研究費の応募に対するブラ
　ッシュアップ等の支援体制が充
　実し、採択率が向上する。
・外部資金の受入金額が増加す
　る。

４２
　法人の健全経営に資するため、授
業料、学内施設利用料などの安定的
な確保に努める。

・未収授業料等の債権回収計画を
　策定し、回収事例が増加してい
　る。

・未収授業料債権の回収計画（授業料納付事務取扱要領）
に基づき、債権回収を実施。
・事務担当者向けの債権管理マニュアルを作成。
・消費税引上げに伴い、学内施設の使用料を改定。
・国際交流等の推進のための施設（ゲストハウス）の利用
料金案を策定し、県と協議中。

・科研費応募に係る学内説明会の開催。
・「ブラッシュアップ助成費」の創設。
・地域連携本部にコーディネーターを配置し、本学教員と
自治体や企業等とのマッチングを促進。
・知的財産アドバイザーによる相談体制を強化。

　科学研究費補助金、受託研

究などの外部研究資金の獲得

を奨励するなど、自己収入の

増加に努める。

B

　予算編成方針に基づいた効率的な予算執行を行
うとともに、業務改善による超過勤務の縮減に努
め、管理的経費を削減した。
　毎年、運営交付金が前年度交付金に対して
0.7％削減されていることから、教職員のコスト
意識を高めながら、経費の節減に努めていく必要
がある。

【成果】
○予算編成方針に基づく効率的な予算執行
　予算編成方針に基づき収入確保のための取組を
促す一方、予算編成にあたっては、法人評価結果
等を踏まえて事業の優先度を決定し、効率的な予
算執行に努めた。その結果、毎年度剰余金を計上
し、経営の健全化を図った。

○超過勤務縮減による管理的経費の削減
　事務局業務改善ワーキンググループで提案され
た業務改善の取組や各所属長による超過勤務縮減
のためのマネジメントの徹底により、事務局全体
の超過勤務は減少傾向になっている。

【課題】
○コスト意識の醸成
　「経営状況を把握・理解している教職員の割合
（教職員アンケート）」が低下（H23：38.2％⇒
H26：26.2％）していることから、教職員に対し
て経営状況の更なる周知を図るなど、効果的・効
率的な予算執行についての意識を醸成していく必
要がある。

○経費の節減
　毎年、運営交付金が前年度交付金に対して
0.7％削減されていることから、経費の節減に努
めるとともに、外部資金の獲得を推進していく必
要がある。

　学生納付金（授業料）の安定的な確保や共同・
受託研究等の外部資金の獲得に努めた結果、自己
収入比率が高くなってきている。今後、科研費の
採択率を向上させ、更なる外部資金の獲得に努め
ていく必要がある。

【成果】
○外部資金獲得に向けた相談体制の整備
産学連携コーディネーター及び地域連携コーディ
ネーターの配置、知的財産管理技能士２級（管理
業務）の資格や産学連携に従事した経験を有する
職員の配置、知的財産アドバイザーの派遣等によ
り、企業等に対する相談体制を整備した結果、外
部資金の受入は増加している。

○授業料の着実な回収
　授業料を安定的に確保するとともに、授業料納
付事務取扱要領に基づき、未納者に対する督促を
行い、未納者の解消に努めた。

【課題】
○科学研究費補助金の申請率向上
　科学研究費補助金の申請率の向上を図るため、
若手研究者の科研費の応募・獲得を支援するため
の「若手ステップアップ研究費」や補助金申請支
援のための「ブラッシュアップ助成費」などの支
援策を講じているものの、申請率は低下傾向
（H23：35.7％⇒H26：24.5％）にあることから、
教員の意識改革を促すとともに、支援制度の見直
しによる研究環境の整備を図る必要がある。

B
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目指す成果・達成状態

中間段階（H27.3） H23 H24 H25 H26指標名

評価指標
中期目標 中期計画 主な取組事項 評価中期目標の達成状況

・平成23年度に教員定数管理計画を策定。
・平成25年10月に36協定を改定し、45時間を超えて超過勤
務を命じ得る業務を個別具体的に限定列挙し、所属長によ
るマネジメントを実施。
・事務局改善ワーキンググループを設置し、業務改善の取
組を実施。

　大学の財務健全性を確保す

るため、運営経費の抑制に努

め、適正かつ効率的に予算を

執行する。

４４

　適切な定数管理のもとに人件費の
縮減を図るとともに、教職員のコス
ト意識を高め、管理的経費の節減を
図る。

・業務の効率化を徹底し、管理的
　経費の継続的な節減を図る。
・教職員が財務状況を理解し、コ
　スト意識が高まっている。

B

　予算編成方針に基づいた効率的な予算執行を行
うとともに、業務改善による超過勤務の縮減に努
め、管理的経費を削減した。
　毎年、運営交付金が前年度交付金に対して
0.7％削減されていることから、教職員のコスト
意識を高めながら、経費の節減に努めていく必要
がある。

【成果】
○予算編成方針に基づく効率的な予算執行
　予算編成方針に基づき収入確保のための取組を
促す一方、予算編成にあたっては、法人評価結果
等を踏まえて事業の優先度を決定し、効率的な予
算執行に努めた。その結果、毎年度剰余金を計上
し、経営の健全化を図った。

○超過勤務縮減による管理的経費の削減
　事務局業務改善ワーキンググループで提案され
た業務改善の取組や各所属長による超過勤務縮減
のためのマネジメントの徹底により、事務局全体
の超過勤務は減少傾向になっている。

【課題】
○コスト意識の醸成
　「経営状況を把握・理解している教職員の割合
（教職員アンケート）」が低下（H23：38.2％⇒
H26：26.2％）していることから、教職員に対し
て経営状況の更なる周知を図るなど、効果的・効
率的な予算執行についての意識を醸成していく必
要がある。

○経費の節減
　毎年、運営交付金が前年度交付金に対して
0.7％削減されていることから、経費の節減に努
めるとともに、外部資金の獲得を推進していく必
要がある。
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目指す成果・達成状態

中間段階（H27.3） H23 H24 H25 H26指標名

評価指標
中期目標 中期計画 主な取組事項 評価中期目標の達成状況

・中期計画、年度計画の認知度（％） 76.0 72.3

・ビジョンや中期計画に沿った経営・資源
配分であると感じる教職員割合（％）

39.2 41.6

・自己点検・評価マネジメントシステムの導入により、業
務数値や計画の全体像を学内で共有化。
・全学を対象とした自己点検・評価を実施する体制とし
て、「公立大学法人岩手県立大学評価委員会」の役割を整
理。それと併せて、各学部における外部有識者を交えた自
己点検・評価を実施する体制を整備。
・毎年10月に学長と学部長等との打合せを実施。その結果
を年度後半の取組や次年度の計画策定に反映。
・認証評価の受審に伴い、短大部及び四大の点検・評価報
告書を作成し、大学基準協会に提出。
・一般社団法人公立大学協会公立大学政策・評価研究セン
ターによる「大学評価ワークショップ」を実施。

Ⅴ　自己点検・評価・改善及び情
　報の提供に関する目標

　大学の理念・目的と教育研
究活動、地域貢献活動及び業
務運営の整合性を常に点検・
検証するとともに、結果を積
極的に公表し、改革・改善に
つなげる。

４５

　全学的な自己点検・評価を改革・
改善に繋げ、ＰＤＣＡサイクルの諸
活動を学内に定着させるとともに、
評価結果を外部に公表する。

・全学の中間時点での成果目標を
　概ね達成している。
・ほとんどの教職員が中期計画、
　年度計画を認知し、計画の達成
　度が可視化され、学内で共有さ
　れている。

１　評価の充実に関する目標
１　評価の充実に関する目標を達成す
　るための措置

Ⅳ　自己点検・評価・改善及び情報の
　提供に関する目標を達成するための
　措置

　年度業務実績及び年度計画の進捗状況に係るヒ
アリングの実施等により点検・検証を行うととも
に、自己点検・評価結果を大学運営の改革・改善
に反映させるよう努めた。今後、各部局での「自
己点検・評価マネジメントシステム」の活用と評
価結果のフィードバック・共有化を促進していく
必要がある。
　なお、平成27年度に（財）大学基準協会による
認証評価を受審するため、平成26年度に四大・短
大部の自己点検・評価報告書を提出した。

【成果】
○自己点検・評価の実施体制の構築
　全学を対象とした自己点検・評価を実施する体
制として、「公立大学法人岩手県立大学評価委員
会」を、認証評価と法人評価を一体的に所管する
ものとして役割を整理した。また、ＰＤＣＡサイ
クルを日常的に運用し、改革・改善につなげるこ
とができるよう、全学の自己点検・評価の基盤と
なる、各学部における外部有識者を交えた自己点
検・評価を実施する体制を構築するとともに、そ
れぞれ外部有識者との意見交換を行い、その結果
を学部の自己点検・評価に活用した。

○外部評価の受審
　平成26年度に、一般社団法人公立大学協会公立
大学政策・評価研究センターによる「大学評価
ワークショップ」を受審し、地域創造学習プログ
ラムなどの取組や内部質保証システムについて高
い評価を受けた。

【課題】
○各部局でのデータベースの活用と評価結果の
フィードバック・共有化の促進
　平成23年度に、学生アンケート、教職員アン
ケート及び卒業者に関する企業アンケートといっ
たアンケート結果や受験倍率などの業務数値を集
約した「自己点検・評価マネジメントシステム」
を導入し、自己点検・評価に活用しているが、各
部局レベルにおいては、データに基づく分析や次
年度以降の取組への活用が十分とはいえない状況
にある。また、本学のビジョンや中期計画に沿っ
た経営・資源配分であると感じる教職員の割合が
低い（H23：39.2％⇒H26：41.6％）ことから、法
人評価及び認証評価の評価結果について確実な
フィードバックと共有化を促進する必要がある。

B
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目指す成果・達成状態

中間段階（H27.3） H23 H24 H25 H26指標名

評価指標
中期目標 中期計画 主な取組事項 評価中期目標の達成状況

・ホームページアクセス数（千件） 4,082 3,689 4,168 4,287

・企業から見て本学の教育活動が熱心だと
思う割合（％）

72.4 72.3

・地元紙やテレビ、ラジオなどで本学の名
称や活動に触れたり、知ったりする機会が
ある学生の割合（％）

61.7 63.5 66.7 62.6

・県民、保護者、他大学関係者等との
　懇談件数（件）

12 12 12 12

・教室等の各種学習施設の充実度（％） 85.6 85.8 86.8 85.7

・アイーナ・キャンパスの利用件数（件） 16,460 19,890 22,124 20,571

・原油換算エネルギー使用量（kl） 1,830 2,001 2,049 1,923

・平成23年度に岩手県立大学節電行動計画を策定。
・計画に基づき、節電の取組を実施。（照明の間引き点
灯、高めの温度設定による冷房運転、クールスポットの設
置、OA機器の省エネ設定、グリーンカーテンの設置、パソ
コンの省エネモードの設定、LED照明に交換等）

・広報パートナーズミーティング（本学広報に関するテー
マについて、定期的に意見交換や議論を行う場）の設置。
・入学案内、広報誌等の主要広報媒体のリニューアルを実
施。
・ホームページのリニューアルとスマートフォンに対応し
たサイトを開設。
・ソーシャルメディアを活用した情報発信。

・学外者との各種会議及びアンケート調査で出された意見
要望を情報共有し、業務改善に反映。

　各キャンパス施設の機能や利用状
況を定期的に点検・把握し、施設設
備の計画的な修繕等を進めながら、
施設設備の有効活用を図る。

・教育情報が学外に適切に提供さ
　れている。
・体系的な広報体制が確立し、学
　外のステークホルダーから高い
　満足度を得ている。

・平成25年度に岩手県立大学施設大規模修繕計画（H26～
H28年度）を策定。計画に基づき、修繕工事及び調査・設計
を実施。
・平成24年度に第４次岩手県立大学情報システム整備計画
（H25～H29年度）を策定。計画に基づき、情報端末の更新
等を実施。

２　情報公開等の推進に関する目
　標

２　情報公開等の推進に関する目標を
　達成するための措置

　環境に配慮した施設設備の

適切な管理に努め、有効活用

を図る。

４８

１　施設設備の整備・活用等に関
　する目標

１　施設設備の整備・活用等に関する
　目標を達成するための措置

Ⅵ　その他業務運営に関する重要
　目標

Ⅴ　その他業務運営に関する重要目標
　を達成するための措置

４９
　省エネルギー、省資源、ＣＯ２排

出削減を推進し、エコ・キャンパス
化を図る。

・エコ・キャンパス化に向けた指
　針、活動計画が策定され、具体
　的な取組に着手している。

・施設設備の修繕計画に基づき、
　良好な状態が維持されている。
・アイーナ・キャンパスや学生寮
　の利用者が満足し、十分に活用
　されている。

　積極的な全学広報により、

大学の諸活動、業務運営にか

かる県民などへの説明責任を

果たす。

広聴活動により学外からの意

見・要望を積極的に採り入

れ、業務改善に反映させる。

４６

　ホームページ、広報誌のほかマス
メディアや広告媒体等を通じ、大学
に関する情報を効果的、戦略的に情
報発信する。

４７
　学外者の意見・要望を伺う広聴活
動を充実させ、地域の声を業務運営
の改善に反映させる。

・学外の大学関係者との懇談会等
　を積極的に開催し、広く意見を
　募る。

　「岩手県立大学節電行動計画」を策定し、省エ
ネに向けた取組を推進するとともに、「岩手県立
大学施設大規模修繕計画」及び「岩手県立大学情
報システム整備計画」に基づき、施設の修繕工事
及び情報システムの更新を行った。

【成果】
○教室等の各種学習施設の充実
　卒業年次生アンケートによると、学生から概ね
８割以上の肯定的な回答を得ており、これまでの
施設整備の効果が上がっていると思料される。
　
○エコ・キャンパス化の推進
　岩手県立大学節電行動計画に基づき、夏季を中
心に、省エネや省資源についての取組を実施した
ところ、原油換算エネルギー使用量は節電を強く
求められた平成23年度に近い水準を維持してい
る。

【課題】
〇エネルギー使用量削減目標の達成
　エネルギー消費量は気象条件に大きく左右され
ることから、照明のＬＥＤ化の一層の推進など、
外的要因の影響を受けない省エネタイプの施設設
備の整備を図る必要がある。

A

　ホームページ、入学案内、広報誌等の主要広報
媒体をはじめ、各種マスメディアやソーシャルメ
ディアの活用により、大学に関する情報を積極的
に発信し、企業からも本学が教育活動に熱心であ
ると一定の評価を得た（H23：72.4％⇒
H26:72.3％）。一方、大学に対するニーズを的確
に把握するため、保護者や学校長との懇談会や各
種アンケート調査により、広聴活動を充実させて
いく必要がある。

【成果】
○多様な広報活動の展開
　ホームページ、入学案内、広報誌等の主要広報
媒体について、統一感のある広報を展開したほ
か、各種マスメディアやソーシャルメディアを活
用した情報発信により、企業からも本学が教育活
動に熱心であると一定の評価を得た。
　
○全学的な広報推進体制の構築
　平成26年度新たに広報パートナーズミーティン
グ（本学広報に関するテーマについて、定期的に
意見交換や議論を行う場）を設置し、各学部の広
報担当教員との連携を深め、全学的な広報推進体
制を構築した。

【課題】
○広聴活動の充実
　大学に対するニーズを的確に把握するため、保
護者や学校長との懇談会や各種アンケート調査に
より、広聴活動を充実させていく必要がある。

B
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目指す成果・達成状態

中間段階（H27.3） H23 H24 H25 H26指標名

評価指標
中期目標 中期計画 主な取組事項 評価中期目標の達成状況

・危機管理マニュアル整備率（％） 46.3 68.4 78.9 100

・各種健康講座受講率（％） 30.0 11.2 8.7 20.3

・メンタルヘルスチェックの実施率（％） － 77.4 70.2 78.7

・健康相談の対応
・教職員のメンタルヘルスチェックを実施
・心身の不調を訴える学生のために休養スペースの確保及
び相談体制の見直し
・事象別の危機管理マニュアルの整備
・エマージェンシーカード（携行用大規模地震対応マニュ
アル）の作成
・全学を対象とした防災訓練の実施
・災害時安否確認システムの構築
・災害発生時に備え、防災倉庫に生活用品を保管

　学生・教職員の安全と健康
の確保を図り、全学的な危機
管理体制を構築する。

５０

　教職員及び学生の心身の健康保
持・増進を図るため、安全・衛生管
理体制を整備するとともに、危機管
理対策を徹底する。

・教職員の健康相談体制が充実
　し、健康講座等の啓発が図られ
　ている。
・全学の危機管理マニュアルが整
　備され、全教職員に周知されて
　いる。

２　安全管理に関する目標
２　安全管理に関する目標を達成する
　ための措置

　学生・教職員の健康を確保するため、健康サ
ポートセンターと連携し、健康管理体制を強化し
た。また「公立大学法人岩手県立大学危機管理対
応方針」に基づき、全学的な危機管理対策を進め
た。

【成果】
○健康管理体制の強化
　平成23年度から精神科医師を健康サポートセン
ターに配置し、学生・教職員のメンタル面の健康
管理体制を強化した。また、メンタルヘルス
チェック事業やメンタルヘルスセミナーを実施し
た。

○危機管理対策の徹底
　「公立大学法人岩手県立大学危機管理対応方
針」に基づき、危機の事象別に全19事象のマニュ
アルを整備した。また、全学を対象とする緊急放
送訓練、避難訓練、避難誘導訓練等の防災訓練の
ほか、災害時安否確認システムを構築し、報告訓
練を行った。更に、エマージェンシーカード（携
行用大規模地震対応マニュアル）を作成し、全学
生及び教職員に配布した。

【課題】
○心身の健康保持・増進を図るための啓発活動の
強化
　学生及び教職員の健康保持・増進のため、健康
講座等の啓発を強化していく必要がある。

○危機管理マニュアルに沿った危機対応の充実
　整備した危機管理マニュアルの周知と併せ、各
種訓練等を積み重ね、より実態に即した危機管理
体制の充実化を図る必要がある。
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